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都立府中けやきの森学園危機管理計画 

 

災害時等に児童・生徒の生命及び安全確保に万全を期するため、本校の防災に関する事項につい

て、以下のとおり学校危機管理計画を作成し、災害に対する事前の備えを行うものとする。 

 

 

 

 

 

総論 ～危機管理に関する共通事項～ 
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１ 危機管理に関する基本方針 

（１）生徒の生命、身体の安全を確保することを方針の第一とする。大震災等の自然災害のみな

らず、不審者の侵入、新型インフルエンザ等の感染症、テロ・ＮＢＣＲ災害等、様々な危

機に対し柔軟に対応し、生徒や都民を守る。 

 （２）震災対策を全ての災害対策の基本とする。震災対策を柔軟に応用して、他の災害（風水害

等）に対処する。 

 （３）災害発生時の初動体制の要となる①教職員の参集及び②情報連絡体制について具体的な対

応を定め、教職員に周知徹底することにより初動体制の強化を図る。 

 

 

災害時に学校教職員が取るべき行動の大原則 

    まずは生徒の生命・身体の安全確保（全ての災害に共通）  

 

キーワード    避難   安否   学校施設の安全   情報収集・集約 

 

１ 自ら及び生徒の身の安全確保、迅速かつ安全な避難誘導 

２ 生徒の安否確認 

３ 初期消火、負傷者の救護、応急手当、重症者の医療機関への移送の対応 

４ 校外にいる場合、自ら及び生徒の安否を学校に連絡 

５ 学校施設の安全確認 

６ 正確な情報収集 

  

 

その上で 地域防災活動への協力（地震の場合） 

 

キーワード    参集   帰宅困難者等支援  

 

１ 休日夜間等の災害時は、災害の程度に応じて本校へ参集 

２ 一時集合場所として校庭解放 

３ 一時滞在施設の開設・運営 

４ 災害時帰宅困難者支援ステーションの開設・運営 
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２ 本校における危機管理体制に関する各種計画等と作成の目的 

危機管理計画 

   ○災害時にとるべき行動の基準、平常時に講じるべき防災対策方針を定めたもの 

   ○全ての危機管理対策の基本となる 

 

災害時行動マニュアル 

   ○計画で示された方針等を、教職員が災害時に実際にとるべき行動にまで具体化したもの 

    

○災害時に本校教職員で編成される次の５班の業務毎に作成する。 

 ①情報連絡班 

 ②施設安全班 

 ③物資班 

 ④救護班 

 ⑤帰宅支援班 

 

○人事異動時に最新版に更新して、全教職員に周知 

 

 

 

＜危機管理計画と災害時行動マニュアルの関係＞ 

 

 

 

               

「計画」を具体的な人の動きに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 機 管 理 計 画 

災害時行動 

マニュアル 

【情報連絡班】 

災害時行動 

マニュアル 

【施設安全班】 

災害時行動 

マニュアル 

【物資班】 

災害時行動 

マニュアル 

【救護班】 

災害時行動 

マニュアル 

【帰宅支援班】 
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３ 防災組織図（日常における震災等への備え) 

  

  
        ※危機管理委員会 ※本校災害対策本部 

                            本部長 

 

副本部長 

（本部長代理①） 

 

代理③ 代理④ 代理⑤ 代理⑥ 代理⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

校 長 

平常時 

副 校 長 

室
長 

 
 

 

班
長 

  

班
長 

養
護
教
諭 

 

班
長 

  

班
長 

  
班
長 

主幹教諭・指導教諭 

（ 学 校 危 機 管 理 担 当 者 ） 

非常時

時 

情報 
連絡班 

施設 
安全班 

物資班 救護班 
帰宅 
支援班 

経営 
企画室 

本 部 長 

代 理 ② 

 

各班間の 

総合調整・

班員への 

指示 

班長会 
班員への指示 

幹部会 
各班間の総合調整 

幹部班長会 

指
揮
命
令
部
門 

班
員
（
各
学
年
主
任
・
情
報
部
） 

班
員
（
生
活
指
導
部
・
企
画
室
） 

 

班
員
（
生
活
指
導
部
・
進
路
指
導

部
） 

班
員
（
保
健
給
食
部
） 

班
員
（
教
務
部
） 

※副校長が責任者
※班長はいち早く
学校にかけつけ、
管理職が到着する
前に緊急連絡と情
報集を開始 
（休日・夜間等） 
 
＜主な役割＞ 
○情報の迅速収集 
○各班の情報を集
約し、校長へ報告 
○各班間の総合調
整 
○本部の指示を班
員に確実・迅速に
伝達（班長が中
心） 

※室長が責任者 
※班長会メンバー
は全員が危機管理
担当者 
 
＜主な役割＞ 
○生徒に対する防
災教育・防災訓練
の計画作成と実
施・指揮運営 
○教職員の危機管
理研修計画の作成
と実施 
○防災物品の管理
点検、施設設備の
安全管理 
※生活指導部が中
心に行う 

実 働 部 隊 

 

【構成】 

・校長を委員長として副校長等の管理

職、各主幹教諭、養護教諭、危機管

理部で構成 

・委員長が必要と認めた時に召集 

 

【役割】 

・学校危機管理計画の作成・更新 

・危機管理対策指針の決定 

・避難所運営の支援計画の作成 

・大規模災害に関する対応（指揮・運営） 

・平常時における防災対策 

・防災関係機関との連絡調整 

危機管理委員会の構成と役割 
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Ⅰ 大地震発生時の対応 
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１ 大地震が発生した時の具体的な措置・内容（震度５弱以上の地震発生時） 

 スクールバス利用 児童・生徒 一人通学の児童・生徒 備考 

在宅時 「登校させてもよい」という家庭連絡が
あるまで自宅待機 

 （メール配信） 

「登校させてもよい」という家庭連絡があ
るまで自宅待機 

 （メール配信） 

 

登校時 【乗車前】 
 バスに乗車せず帰宅する。 
 
【乗車中】 

スクールバスは安全な場所に停車す
る。（学校と運転手、乗務員は出来る
限り連絡を取り合い教職員は救援に
向かう） 
 
家庭の迎えを待って帰宅する。 

【歩行中】 
周辺の安全を確認し、家あるいは学校に

行く。状況によってはその場にとどまる。 
 
【交通機関利用中】 

乗務員、駅員等の指示に従って安全に
避難する。（教職員は出来る限り生徒の
安全を確認し、必要に応じて救援に向
かう。） 

 
・飛田給 ・多磨 ・バス停 

平素より血液型、
名札、身分証明書
など身につけてお
く。 
（愛の手帳、身分
証） 
・災害ポーチの携
帯 

在校時 ・学級担任（学習担当者）の指示に従っ
て安全に避難する。 

・震災後 3日間は救出・救助活動を優先
させるため、生徒の一斉帰宅を抑制し状
況が落ち着いた 4日目から円滑な下校に
向けて支援を進める。（帰宅困難な状況
の時）（日数は地域防災計画を参照） 
 
・下校できる状況になった時点で家庭の
迎えを待って帰宅する。 

 

・学級担任（学習担当者）の指示に従って
安全に避難する。 

・震災後 3日間は救出・救助活動を優先さ
せるため、生徒の一斉帰宅を抑制し状況が
落ち着いた 4 日目から円滑な下校に向け
て支援を進める。（帰宅困難な状況の時）
（日数は地域防災計画を参照） 
 
・下校できる状況になった時点で家庭の
迎えを待って帰宅する。 

 

 

下校時 【下車後】 
安全確認後帰宅する。状況によっては

その場にとどまる。 
 
【乗車中】 

スクールバスは安全な場所に停車す
る。（学校と運転手、乗務員は出来る
限り連絡を取り合い教職員は救援に
向かう） 
 
家庭の迎えを待って帰宅する。 

登校時と同じ対応。  

校外 

学習時 

その地域の防災対策本部の指示に従い
安全に避難する。 
 
学校に戻る⇒迎えを待って帰宅する。 

  

２ 教職員の服務 

 大地震発生の時 

勤務中 ・児童・生徒を保護者に引き渡すまで安全確保に努める。 
・避難所開設、危険物を取り除くなど学校の保全を図る。 

出勤中 ・交通機関の運行状況や混雑状況。周辺の道路状況を確認し出勤する。 

在宅中 ・出勤を基本とし、児童・生徒の状況を把握する。 
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３ 避難・誘導 
 教職員は児童生徒の生命安全確保を優先する中で、非常組織の役割を果たす。災害は時を選ばない。当然、学習

グループなど、分かれている場面での避難誘導もある。従って常に担当授業の児童生徒の出欠状況を確認してお

かなければならない。学級、グループなどへの応援体制については、各部門や学部ごとに年度当初に検討し、基本

的なルールを決めておかなければならない。 

 

＜避難場所＞ 

校舎が３ヶ所、グランド２ヶ所、体育館２ヶ所という施設状況の中で、第一に最も早く安全を確保できる場へ部門

ごとに一次的に非難する。 

 

＜一次避難先＞ 

Ａ部門：東棟グランド（東棟駐車場前）、Ｂ部門小中：西棟グランド（西棟体育館）、 

Ｂ部門高等部：西棟グランド（西棟体育館）               ※（   ）は雨天時 

  

＜二次避難先＞ 

全校で東棟グランドに集合する。集合次第、点呼等をとり、全体の指示を聞く。 

 

【東棟グランド】 

 

      Ａ部門                   Ｂ部門 

 

   小  中  高       小  中     高       高      高 

                           １       ２      ３ 

 

 

 

      救護               本部 

               校舎側 
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４ 災害発生時の教職員の配備態勢及び行動フロー 

  

 

災害が発生した場合、応急対策の活動態勢を確保するため、災害の被害その他の状況に応じ

て「非常配備態勢」と「特別非常配備態勢」の２種類の配備態勢が発令される。 

① 非常配備態勢 

被害その他の状況により、本部長（教育長）が必要と認めたとき。なお、学校本部長（校長）

が必要と認めたときには、学校危機管理担当者等を参集させることができる。 

（適用する災害） 

・ 勤務時間内に発生した地震、勤務時間外に発生した震度５強以下の地震、 

島しょ地域で発生 した地震 

・ 風水害、火山災害 

・ 大規模事故災害等 

② 特別非常配備態勢 

早朝・夜間・休日等の勤務時間外において、震度６弱以上の地震（島しょ地域を除く。）が発生

したとき。発令形式は、自動発令とする。 

 
夜間休日等の勤務時間外に地震が発生した場合の行動フロー 

 

 
 

地 震 発 生 ★テレビ・ラジオの電源を入れ、 

 正確な情報を把握する。 
★震源位置、規模等把握 

  
 
 
 

気象庁発表震度 
 

 

 特別非常配備態勢 非常配備態勢 

 

 
 

震度6弱以上 震度5強以下 

 
 
 

★自宅・家族の安全確保 

★近隣の被害状況を把握 

★地震情報、交通機関 

 情報把握 

★携行品確認 

 

自動発令
で全教職
員参集  

 
 

 

待 機 
 
 
 
参集連絡 
がある場 
合は参集 

 
 
 
 
★非常配備態勢が発令 
される場合に備えて、 
連絡待機 

★態勢は各所属の連絡 
網で連

非常配備態勢と特別非常配備態勢について 

 

参 集 
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  ○第一配備職員 
   自宅から勤務校まで10㎞以内  →  勤務校に参集 
 
  ○第二配備職員 
   自宅から勤務校まで10㎞を超え20㎞以内  → 勤務校へ参集 
 
  ○特別配備職員 
   自宅から勤務校までが20㎞超で勤務校へ参集が不可能な場合、自宅から直近の指      

定された都立校へ参集し、当該校長の指示の基に応急業務に当たる。 
 
※本校教職員の特別非常配備態勢表は下記の資料を参照 

 
 
 
 
  ○上記、「３ 防災組織図」で示した本校危機管理委員会（災害時には災害対策本

部）内における各班につき１名ずつ、学校から５㎞以内又は学校近辺に居住す
る職員を学校危機管理担当者として指定する。当該職員を各班の長とする。 

 
○学校危機管理担当者は夜間・休日等の災害発生時にいち早く学校に参集して、
学校施設の開錠等を行い、生徒対応、施設の安全確認、関係機関等との連絡活
動、一時滞在施設（避難所）帰宅支援ステーションの開設準備に当たる。 

 

 

 

 

  ○「大震災時における学校教職員の避難所業務従事等について」 

               平成１０年７月１日 １０教人職第１７８号 

    区市町村教育委員会教育長及び、都立学校長 

                    

本通知文書をもって、本校においても防災体制の整備を図り、有事の際に本

校教職員は学校長の命により、避難所業務に従事する。 

 P102 に本通知文書を添付  

                  

  ○「大規模災害時における学校教職員の一時滞在施設及び帰宅支援ステーション業

務従事等について」   平成２５年３月１日 ２４教人職第３４０２号 

   東京都教育委員会教育長 比留間英人 

   

本通知文書をもって、本校においても防災体制の整備を図り、有事の際に本

校教職員は学校長の命により、一時滞在施設及び帰宅支援ステーション業務に

ついて従事する。 

 P104 に本通知文書を添付  

 

特別非常配備態勢の学校職員の参集基準 

学校危機管理担当者の指定 

大規模災害時における学校教職員の避難所業務従事について 

※「一時滞在施設及び帰宅支援ステーション業務従事について」も同様 
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５ 各部門の行動内容概要 

部  門 平 常 時 
発 災 時 

地 震 時 火 災 時 

学校危機管理 
委員会 

●学校災害対策本部設置訓練 
●校内外の情報迅速処理系統の確立

とその定期点検 
●関係機関との情報授受及びその処
理の一元化整備 

●指示系統の整備と点検 
●校内・近隣火災への対応策定 

●危機管理委員は校長室へ集合→学校
災害対策本部設置 

●校内外状況の迅速把握態勢の設置 
●関係機関との情報授受及びその一元
化処理 

●指示系統の点検、確認と迅速・正確
な伝達 

●非常ベル、校内放送による緊急伝達
／全校避難態勢／初期消火活動の指

示／消防への通報（とっさに、だれ
でもよい。ただし、その申告と責任
者による確認があること。） 

（ここまでの上記4点は同時進行） 
●情報の一元化処理 

危機管理部 
 

●地震発生、火災（校内・近隣）発生

時の行動を時系列シミュレーショ
ンの下に策定し、事例・訓練・諸
種の情報に基づいて見直しを重ね

る。 
●連絡班等各班の総合調整 

●学校災害対策本部の指示の確 実・迅
速な下達 

●情報の迅速収集と正確性の迅速 判
断 

●各班間の連絡調整 

●学校危機管理担当者がいち早く駆け
つけて緊急連絡と情報収集を実施
（休日・夜間等） 

●安全の見極めと遅滞ない避難の判断 
●初期消火活動の迅速行動 
●消防への協力指示 

●鎮火後の状況確認及び事後対応 
●学校危機管理担当者がいち早く駆け
つけて緊急連絡と情報収集を実施

（休日・夜間等） 

 

部  門 平 常 時 発 災 時 
（地震時・火災時） 

情報 連絡 班 

●発災時の生徒、職員の安否、受傷、
心理状態等の把握、処置、関係先

への連絡等に関する行動マニュア
ル作成とその見直し 

●救出・救護・情報等関連資機材、

救護エリアの設定及びそれらの整
備 

●校舎内に逃げ遅れた児童・生徒がいないか確認 
●関係機関、保護者等との連絡及び情報の収集 

●安全確保の先頭に位置するので、情報の発信元としての立場に立つ側面が強
い。事態の掌握、伝達に正確を期す。 

施設 安全 班 

●学校施設の安全確保を主たる任 

務とする（消火器の設置・点検 な
ど日常的な安全性確保とそのマニ
ュアルの作成と記録簿の作成）。 

●初期消火活動体制の整備 

●初期消火活動の迅速行動 
●「学校施設・設備等の点検リスト」を持って校内を巡視し、飛散・転倒等の

応急措置を実施する。 
●地震後の校舎、関連施設建造物の応急危険度判定の要請 
●一時滞在施設・帰宅支援ステーション・避難所（以下「避難所等」という。）

の開設に当たっての施設の安全確認と危険区域内への立入禁止の設置 
●危険排除及び危険区域の立入規制線設定 

物資 班  
※食糧含む 

●飲料水、食糧の備蓄、炊飯用具、 
燃料等関連資器材の整備、管理 

●給食・給水、救援物資の配布等 の
実施計画とその見直し 

●ろ水器の維持管理 

●学校で保護する児童・生徒への食事の準備 
●避難所支援班の支援（避難所専用の備蓄物資の管理、配給、救援物資の受入
れ、整理、管理、配給等） 

●避難所等を開設した場合の食糧等の配布 

救  護  班 

●セルフケアセット等の薬品や器 
具の整備と点検 

●搬送資器材の整備 
●応急手当技法の習得 
●搬送先医療機関の特定と連携 

●けが人への応急救護（避難所等を開設した場合を含む。） 
●迅速出動の態勢（連絡班等との連携） 

●医療機関の被害程度の確認 
●避難所支援班の支援（医療救護所設置場所の事前確認、トイレ、ごみ集積所
等の清掃・衛生管理への支援等） 

帰宅支援班 
※避難所支援含む 

●地域の避難施設としての役割・ 支
援の内容確認（公的防災機関 や防
災市民組織との連携） 

●帰宅困難者対応への備え（備蓄物
資の点検等） 

●自家発電機の維持管理 

●施設班・地域緊急連絡員と連絡を取り合い、避難場所の安全確認が取れるま

で避難住民等を校庭で待機させる。 
●避難住民や帰宅困難者を所定の場所に誘導する。 
●学校施設管理上の制限区域（立入禁止区域）の設置 

●公的防災機関・防災市民組織との連絡調整（秩序維持、衛生保持、施設保全
等の側面） 

●災害時帰宅支援ステーションの開設（災害時帰宅支援ステーション等の案内

板設置等） 
●災害情報・交通機関運行情報の収集・提供 
●一時滞在施設の開設（特設公衆電話の設置及び避難住民や帰宅困難者への案

内等） 

経営企画室 

●重要書類の焼失、散逸防止と安 全
持ち出しの方途策定、管理責任 

●校内設備の安全管理、危険防止 

●消防設備・施設の保守点検 
●上記のマニュアル作成、記録簿作
成 

●公印、通帳(印鑑)、耐火金庫等の鍵、重要書類等を持ち出し、安全（水浸し

や散逸防止）を図る。 

※担当班の事務分掌が終了した場合は、他の班の応援に当たる。 
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６ 非常物資の備蓄 

 非常時には、非常災害用備蓄品を含め、地域の防災対策本部からの物資援助が行われるまでは、学

校にある非常用物品でまかなう。（最大３日間）  

 

１ 非常用食糧等                        【保管場所：西棟木工室】 

 
 
 
２ 非常用調理物品等                   【保管場所 西棟１階防災倉庫】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通食 中期食 
品名 数量 品名 数量 

クッキー １７６０食 白粥 ２２５食 

クリームシチュー １６２０食 クリームシチュー １６５食 

オニオンスープ １６００食 かぼちゃを主にしたおかず １６５食 

煮込みハンバーグ １７００食 
緑色の野菜を主としたおか

ず 
１６５食 

カレー（ヒートレス） １７１０食 鶏肉と野菜 １６５食 

みそ汁 １８００食 ニンジンを主としたおかず １６５食 

白飯（アルファー米） ３５００食 
さつまいもを主としたおか

ず 
１６５食 

経管栄養 ブラウンシチュー １６５食 

品名 個数 トマトを主としたおかず １６５食 

カロリーメイト缶（カフェオレ味）２００ml ２４０食 豆を主としたおかず １６５食 

ＯＳ－１（経口補水液）５００ml ３１２食 ミキサー粥 ３５０食 

  飲料水 
 品名 数量 

保存水（２ℓ） ２２６４本 

 

品名 数量 品名 数量 品名 数量 

深皿 

（主にカレー用） 
３１００個 汁椀 ２６００個 紙コップ ４０００個 

ガスボンベ ４１４本 卓上ガスコンロ ４１台 鍋（両手鍋） ２４個 

スプーン ４１００本 玉杓子 ２９個 水タンク（２０ℓ） ３０個 

割りばし ５００膳 
ポット 

（４ℓ・電源不要） 
５個 

ビニール手袋 

（Ｍ・Ｌ） 
各２００枚 

やかん（８ℓ） ８個 
ペーパータオル

（２００枚入り） 
３５箱 キャップ ３００枚 
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３ その他非常用時用物品一覧   【保管場所 西棟１階防災倉庫・東棟ピロティ３６番倉庫】 

 
 
 
４ その他装備品一覧 

隊用装備 

本部旗 ラジオ ヘルメット ロープ 携帯用照明器具 

手旗 トランシーバー 警笛 背負い帯 メガホン 

消火器 ストップウォッチ 担架 ポータブルアンプ リヤカー 

携帯用拡声器 人名点呼用名簿 教職員名簿 生徒名簿 避難者用名簿 

 
 
 
５ 非常用災害時持ち出し物品一覧 

持ち出し物品 管理・持ち出し担当 管理場所・方法 持ち出し方法 

学校変革誌 管理職 校長室耐火金庫 必要とあれば搬出 

職員履歴カード 

具申書関係 

卒業生台帳 

施設関係書類 

経営企画室 経営企画室耐火金庫 必要とあれば搬出 

指導要録 管理職 校長室耐火金庫 必要とあれば搬出 

出席簿 授業者及び教務 東棟１、２階職員室 
出席簿入れにまとめて

おき一括搬出 

非常時の預かり薬 養護教諭 保健室冷蔵庫に収納 必要とあれば搬出 

応急手当薬品 養護教諭  搬出 

災害時放送マニュアル 

避難時点呼表 

本部旗 

マイクロフォン 

懐中電灯 

携帯ラジオ 

手旗 

役割分担ヘルメット 

生徒カード 

生活指導部 事務室放送設備左横 搬出 

品名 数量 品名 数量 品名 数量 

毛布 １０００枚 ろ水器（一式） ２台 ガソリン携行缶 ４個 

自転車（マウンテン

バイクなど） 
５台 

発電機（ガソリン

式） 
４台 

発電機（ガスボンベ

式） 
５台 

水槽（1000 ㍑用） ４台 水中ポンプ ２台 送水ホース（100m） ２本 

携帯トイレ 

（200 個入り） 
５６箱 作業灯（投光機） ３０台 コードリール １８台 

トイレ用テント ９張 コンパクトタオルセット １００組 LED 矢印標識 ２枚 

電池式ランタン・ 

懐中電灯・ﾍｯﾄﾞﾗｲﾄ 
５０個 

セルフケアセット 

（救急箱） 
２箱 エンジンオイル ４本 

マスク 
１０００

枚 
軍手 ３００双 ゴミ袋（大・中・小） 各５００枚 

ウエットティシュ 

（手拭き用） 
７箱 

ウエットティシュ 

（体拭き用） 
５個 アルコールスプレー １０本 

ビニールシート ４枚 災害用リヤカー ２台 板段ボール・マット ８０枚 
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７ 特別非常配備態勢 
 

                        令和８年４月１日現在 

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

本校教職員の特別非常配備態勢表 
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配備職員区分 

（自宅～勤務校までの距離） 

１・・・10㎞以内 

２・・・10㎞～20㎞以内 

４・・・20㎞超 
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Ⅱ 気象災害（風水害）時の対応 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

大雨・台風、大雪などによって登下校時に危険が予測される場合は、児童生徒等の安全を確保するために臨

時休業や学校待機等の措置をとることが求められる。その際、気象情報、河川情報や自治体が発令する避難に

関する情報など正確な情報を収集し、適切に判断することが大切である。 
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１ 大雨発生時の教育委員会・学校の対応例 

 気象災害に関しては、時々刻々と変化する気象状況への対応が遅れないよう、順次発表される気象情報に対 

して、状況に即した的確な対応を、時間軸に沿って適時実行していくことが求められる。ここに記載した大雨

発生時の対応例は、早期に情報を収集し、判断をする手順を示したものである。これを参考に様々な気象災害

発生時に適切に対応できるよう事前に準備を行っておくことが大切である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

 

   

 

   

 
２ 気象災害への学校の対応上の留意点 

気象災害は、もともと災害発生の危険性が認められる場所に、大雨などの災害を引き起こす現象が加わ

ることで発生する。また、利用する気象情報や危険度分布の種類等は、学校の立地によって異なる。 

平時より各自治体のハザードマップなどで、土砂災害警戒区域や浸水想定区域等の危険な場所を事前に

確認しておく必要がある。 

大雨注意報 

（自治体単位） 

 

気象状況 気象庁・自治体の情報 

  

大雨の数日 

～ 

約1日前 

警報級の可能性 

教育委員会・学校の対応 

 

 

 

大雨の半日 

～ 

数時間前 

雨が降り始める 

大雨の数時間 

～ 

2時間程度前 

大雨となる 

雨が一層 

激しくなる 

大雨に 

関する 

気象情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広い範囲で 

数十年に一度 

の大雨 

大雨警報 

（自治体単位） 

土
砂
災
害
警
報
情
報 

記
録
的
短
時
間
大
雨
情
報 

大雨 

特別警報 

（自治体単位） 

避難準備・ 
高齢者等 
避難開始 

避難勧告 

避難指示 
（緊急） 

・気象情報やハザードマップを確認 

・教職員間で情報共有と連絡体制を確認 

・心構えを一段他構える 

 ※警報が発表される前から（大雨になる前に）

各種情報を踏まえて対応を判断する。 

平常時 

登下校時の安全確保 

登校前
平常時 

下校時 

気象情報（気象 

警報・注意報等） 

より翌朝の登校 

時に危険が予想 

される場合は、 

前日（登校前） 

に臨時休業や始 

業時刻の変更措 

置を判断し周知 

する。 

気象情報（気象 

警報・注意報等） 

や土砂災害警報 

情報等により下 

校時に危険が予 

想される場合 

は、下校時刻の 

変更、保護者へ 

の引渡し・学校 

待機等を判断し 

周知する。 

待機・必要に応じて避難 

 

天候回復後 

雨が止んだ後も 

登下校の再開に 

際しては、河川 

の氾濫や水位、 

土砂災害の状況 

や危険度を確認 

する。 

警報等が解除され、天候が回復した後、児童生 

徒等の安否確認と学区の状況把握を行い、登 

下校の再開を判断する。 

児童徒等の安否や学区の状況を確認する際に 

教職員自身の安全確保に留意する。 



 

24 

 

  その上で、気象庁から大雨や台風、大雪等の気象情報が発表された際には、各自治体の避難に関する情報

にも留意し、できるだけ早期に対応を検討することが重要である。なお、台風や発達した低気圧等の場合は、

暴風により屋外の行動が困難になる前に対応を完了することが必要となる。 

 

【登校前】 
・気象庁が発表する気象警報・注意報等、公共交通機関の運行状況等の情報を収集し、大雨や暴風、波浪、

高潮、大雪によって登校時の危険が予想される場合は、「臨時休業」や「始業時刻を遅らせる」等の措置

を検討する。特に、雨や雪の降り始めやピークはいつかなど、最新の情報を入手し、各自治体から発令さ

れる避難に関する情報（※避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）等）なども参考に

しながら、判断することが大切である。 

・大雪の場合は、雪崩や通学路の除雪状況等についても確認する必要がある。 

 

【児童生徒等が在校時】 
・教職員で分担して、学校や通学路を含めた周辺の状況を把握する。（道路の冠水、河川の水位、土砂崩れ、

潮位等）ただし、教職員の安全を第一に配慮し、できる範囲での把握をする。 

・浸水によって、避難が必要となる可能性がある場合は、早期に避難を検討する。 

・大雪の場合は、雪崩や通学路の除雪状況等についても確認する必要がある。  

・通学路や学校周辺の安全確認の状況を基に、登校前と同様に気象情報や避難に関する情報も参考にしなが 

ら、「授業の打切り」「集団下校」「保護者への引渡し」「学校待機」等の対応を判断する。 

※ゲリラ豪雨等、急な大雨で災害が発生する可能性がある場合は、保護者が無理に迎えにくることがない 

ようにしておくことが必要です。 

 

【情報共有・報告等】 
・臨時休業や授業打切り等の判断に際しては、西部学校経営支援センター等とも連絡を密に取りながら判

断することが大切です。 

・判断した結果を教育委員会等へ報告し、全教職員で協力し対応に当たる。 

・保護者等へ措置・対応等について、学校ＨＰ、ツイッター、マチコミメール配信や電話連絡等を活用し連

絡する。 

・学校からの休業等の連絡がなくても、自宅周辺において水が溢れ出す等危険を感じたときは無理に登校

させない判断が必要であることを保護者と共通に理解しておく。 

・登校前や下校後の児童生徒等の安否確認も、必要に応じて行う。 

 

参考：学校危機管理マニュアル作成の手引き  

平成30年2月 文部科学省 

 

 

３ 組織 

（１） 気象庁及び教育庁からの注意情報・警戒等の連絡を受け、校長は状況に応じて直ちに学

校災害対策本部を設置し活動を開始する。 

（２）休日・休業日及び夜間にこれらの情報が入り、突発的に発生した場合にも（１）に準じ
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て必要な対応を行う。 

 

４ 基本方針 

（１）気象に関する注意情報や警戒等の情報を受けた時 

状況に応じて直ちに授業の「中断」及び「打ち切り」を判断し、児童・生徒の安全を確

保する措置をとる。児童・生徒の安否に関する情報を発信する。授業が継続できない状況

においては、保護者等による児童・生徒を引取りの措置を執る。引き取りのない児童・生

徒（残留児童・生徒）は学校で保護し続ける。 

（２）突発的に風水害が発生した時 

校内の安全な場所に避難し、児童・生徒の安全を確保する。状況に応じてそれ以降の対

応は上記（１）に準じて行う。       

（３）校舎、及び施設備品等の被害防止に努める。 

校内災害対策本部設置（招集）後、以下の対応を可能な限り行う。 

暴風（竜巻等）⇒屋外の荷物の撤去、窓ガラス飛散防止対策、カーテンを閉めるなど 

大雨（水害等）⇒ベランダ等の排水口の確認、東棟外スロープ付近の浸水防止など              

（４）教職員は原則として残留児童・生徒のいる限り、体制を取り、勤務を続ける。 

（５）スクールバスは利用しない。 

 

５ 異常現象発見から引き渡しまでの流れ 

 

Ⅰ 大地震発生時の対応 P9に準じて行う。 

 

６ 具体的な措置・内容 

   

  Ⅰ 大地震発生時の対応 P10に準じて行う。 

 

７ 教職員の服務 

 

Ⅰ 大地震発生時の対応 P11に準じて行う。 

 

 

 

８ 具体的な避難・誘導  

【竜巻への対応について】 
 竜巻は、発生予測が難しく移動速度も速いことなどから、発生時には迅速な対応が求められます。 

 積乱雲が発生していたり雷鳴が聞こえたり、不安定な気象状況が見られたら、気象に関する情報を収集

するとともに、竜巻の予兆につながる状況が見られたら、竜巻注意情報の有無にかかわらず警戒態勢をと
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り、竜巻が発生した際の対応の準備をする必要がある。 

屋外での学校行事をはじめとする教育活動においては、こまめに気象情報をチェックするとともに、天

気の急変などの場合には迷うことなく計画の変更・中断・中止等の措置を講ずることによって、児童生徒の

安全を確保することが大切である。 

 

【竜巻の現象】 

＜竜巻の予兆＞ 

● 真っ黒い雲が近づき、周囲が急に暗くなる。 

● 雷鳴が聞こえたり、雷光が見えたりする。  

● 冷たい風が吹き出す。 

● 大粒の雨やひょうが降り出す。 

 

＜竜巻が起こったら＞ 

●「 ゴー」という音が聞こえる。 

● 真っ黒い雲から漏斗状の雲が下がって見える。 

● トタン板や発泡スチロールなどのごみが宙を舞ったりする。 

 

 

 

【避難の留意点】 

＜教室にいる場合＞ 

● 飛来物の影響を抑えるため、窓を閉め、カーテンを引く。 

● 窓ガラスからできるだけ離れる。 

● 丈夫な机の下に入るなど、身の回りにある物で頭を守るなどの避難姿勢をとる。 

 

＜教室以外の校舎内にいる場合＞ 

● 雨戸やシャッターを閉じる。 

● 風の通り道やガラスが飛んでくるのを避けられる場所に身を寄せる。 

● 壁に近い場所で避難姿勢をとる。 

● 建物の最下階に移動する。 

 

＜体育の授業や部活動などで屋外にいる場合＞ 

● 校舎など頑丈な建物に避難する。 

● 物置やプレハブ（仮設建築物）などには避難しないようにする。 

＜登下校中の場合＞ 

● 屋根瓦など、飛ばされてくるものに注意する。 

● 橋や陸橋の下には行かない。 

● 近くの頑丈な建物や地下などに避難し、建物に避難できない場合は、くぼみ等に身を 

伏せ、横風を受けないようにする。 

 
【竜巻】児童・生徒在校時の対応 
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【雷水害発生時の対応について】 

雷は、積乱雲の位置次第で、海面、平野、山岳など場所を選ばず落ちる。また、周囲より高いもの

対応 気象状況 校長・副校長 教職員 児童生徒 

防止・準備 

 
 
 
・気象状況の情報収集に
努める。 
・キーワード 
「雷を伴う」「大気の状態が
不安定」「竜巻などの激し
い突風」 

□安全管理 
職朝等での注意喚起 

□安全指導 □安全学習 
・竜巻について知
る。 
・身の安全の守り
方、避難行動につい
て知る。 

対 
 
応 

 
第 
1 
行 
動 

 □第1行動指示 
・情報収集（気象庁情報等） 
・避難指示、避難状況の確
認 
※放送、トランシーバー等 
 
 
 

□第1行動開始 

第 
2 
行 
動 

 □第2行動指示 □第2行動開始 

第 
3 
行 
動 

 □第3行動指示 
□状況確認 
・児童生徒、及び教職員の
安状況により消防、救急
搬送手配 

※各主任→本部 
・建物の状況確認、破損個
所の有無 
※生活指導部→本部 
・学校周辺の確認 
※SB部→本部 
・学校支援センターへ報告 
 

□第3行動開始 

回復 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
□学校再開 
□災害対策評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
□メンタル 
サポート 

 

●危機管理計画の見直し、共通理解 
●避難訓練の実施 
●保護者、地域、関係機関との連携 

天気予報・雷注意報 

「竜巻が発生しています。身を守る準備
をしてください。」「屋外でのすぐに中止
し、建物に避難してください。」 
〇外にいる者は校舎内、教室へ移動
する。 
〇教室内ではできるだけ中央に寄
る。机を中央に寄せる。 
〇窓、カーテンを閉める。 

竜巻注意情報 

発生なし→解除指示→授業再開 

竜巻発生 
「竜巻が接近しています。自身の身をし
っかり守ってください。」 
〇机の下にもぐる。 
（窓、ドア、壁から離れる） 
〇頭と首を守る 
（ヘルメット、防災頭巾、他に代用で
きるもの等、なければ両手で） 
●指導生徒の避難行動を確認する。 
●教職員は児童生徒を勇気づける。 
●教職員自身の身を守る行動をとる。 

竜巻通過 
「先生方は状況を報告してください。児
童生徒はその場で待機してください。」 
●児童生徒を落ち着かせる。 
●児童生徒、教員の安否、建物の被害
状況を確認し、本部へ報告する。 
●児童生徒をその場に待機させる。
待機できない状況であれば安全な場
所へ誘導する。 
●負傷者への応急手当をする。 教育活動

不可能 

教育活動

可能 

□教育活動続行可能 
・授業再開 
・学校周辺（各種交通機関など）の安
全が確認された後、下校。 
・学校HP,ツイッターマチコミメール
による生徒の安否情報等を提供。 

□教育活動続行不可能な被害が発生 
・学校災害対策本部設置（対応検討） 
・安全な場所へ児童生徒の移動 
・学校HP,ツイッターマチコミメールによる生徒の
安否情報等を提供。 
・保護者等による児童生徒の引渡し 



 

28 

 

にほど落ちやすいという特徴がある。 

 グラウンド、平地、山頂、尾根等の周囲の開けた場所にいると、積乱雲から直接人体に落雷（直撃

雷）することがあり、その場合、約８割の人が命を落とすと言われている。 

また、落雷を受けた樹木等のそばに人がいると、その樹木等から人体へ雷が飛び移る（側撃雷）こ

とがある。木の下で雨宿りなどをしていて死傷する事故は、ほとんどがこの側撃雷です。 

遠くで雷の音がしたら、既に危険な状況と考え、自分のいる場所にいつ落雷してもおかしくない状

況と判断し、適切な退避行動が重要である。            
 

＜積乱雲が近づくサイン＞（気象庁提供） 

以下のような変化を感じたら、それは積乱雲が近づいている兆し（サイン）。 

まもなく、激しい雨と雷がやってくる。竜巻などの激しい突風が起きるおそれもある。 

●真っ黒い雲が近づいてきた  

●雷の音が聞こえてきた 

●急に冷たい風が吹いてきた 

 

 

 

 

【避難の留意点】 

● 部活動などの屋外活動を中断し、速やかに屋内に避難する。 

● 下校前の場合は、素早く情報を収集し、必要に応じて学校に児童生徒等を待機させる。 

その際は、学校の対応を保護者等に連絡する。 

 

 

＜雷鳴が近くで聞こえたら＞ 

● 登下校時に発生した場合には、近くの安全な場所に避難し、無理に屋外を移動しないようにする。 

● 自転車に乗っている場合は、すぐに降りて姿勢を低くして、安全な場所に避難する。 

● 鉄筋コンクリート建築、自動車、バス、電車の内部は比較的安全である。 

● 木造建築の内部も基本的に安全だが、全ての電気器具、天井・壁から１ｍ以上離れればさらに 

安全である。 

 

 

 

 

＜安全な空間に避難できない場合＞ 

● 近くに避難する場所がないような場合には、低い場所を探してしゃがむなど、できるだけ姿勢を 

低くするとともに、地面との接地面をできる限り少なくする。 

● 電柱、煙突、鉄塔、建築物などの高い物体のてっぺんを 45度以上の角度で見上げる範囲で、その 

物体から４ｍ以上離れたところに退避する。 

● 高い木の近くは危険なので、最低でも木の全ての幹、枝、葉から２ｍ以上は離れる。 

 

参考：学校危機管理マニュアル作成の手引き  

平成30年2月 文部科学省 

 

【水害（浸水）への対応について】 
  本校は府中市の最も東側（調布市の最も西側）に位置しており、本校から直線距離で 2キロメートルほど
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南には一級河川「多摩川」がある。府中市のハザードマップ上では、浸水が想定されていない区域に位置し

ており、水害を想定した「避難行動指針 危険度Ｄ」となっている。 

  しかし、近年想定をはるかに超える気象災害（大雨による水害）が毎年のように発生していること、本校

に在籍する児童生徒の居住地区の一部は、多摩川の氾濫（洪水）による水害が想定されることから、各自治

体で発せられる警報等によって、水害が予想される状況下において、児童生徒とその家族等が自らの判断で

自身と家族の命を守ることができる避難行動について、避難訓練等でおいて取り扱い、予め学習させておく

必要がある。 

 本校における水害時の避難行動は、「直上避難」を基本として、各学部の児童生徒の在校中（学習中）に

おける避難場所を以下のとおり定めることとする。 

 

部門 学部 避難場所 

肢体不自由教育部門 

（Ａ部門） 

小学部 東棟２階 廊下及び、各特別教室 

中学部 東棟２階各教室 

高等部 東棟２階各教室 

知的障害教育部門 

（Ｂ部門） 

小学部 南棟２・３階教室、特別教室等 

中学部 南棟３階各教室 

高等部 西棟２・３階各教室、特別教室等 

 

【府中市ハザードマップ】    図中の●印が本校 
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【水害】児童・生徒在校時の対応 

 

対応 気象状況 校長・副校長 教職員 児童生徒 

防止・準備 

 
 
 
 
 
・気象状況の情報収集に
努める。 
 

□安全管理 
職朝等での注意喚起 

□安全指導 □安全学習 
・水害について知
る。 
・身の安全の守り
方、避難行動につい
て知る。 

対 
 
応 

 
第 
1 
行 
動 

 □第1行動指示 
・情報収集（気象庁情報等） 
・避難指示、避難状況の確
認 
※放送、トランシーバー等 
 
 
 

□第1行動開始 

第 
2 
行 
動 

 □第2行動指示 □第2行動開始 

第 
3 
行 
動 

 □第3行動指示 
□状況確認 
・児童生徒、及び教職員の
安状況により消防、救急
搬送手配 

・学校支援センターへ報告 
※各主任→本部 
・建物の浸水状況確認 

□第3行動開始 

回復 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
□学校再開 
□災害対策評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
□メンタル 
サポート 

 

●危機管理計画の見直し、共通理解 
●避難訓練の実施 
●保護者、地域、関係機関との連携 
●排水溝等の清掃により、浸水防止 

天気予報 

警報級の可能性 

「大雨警報が出ました。」 
「屋外の活動について、すぐに中止し、
室内での活動に切り替えてください。」 
〇屋外の活動は中止、全て教室内の
活動へ切り替える。 
〇窓や玄関扉などは確実に閉め、浸
水を防止する。 

大雨注意報 

発生なし→解除指示→授業再開 

大雨警報 

「大雨警報が出ました。」 
「緊急避難を行う場合があります。」 
「各棟1階エリアの浸水に備えて直上避
難に備えてください。」 
〇頭と首を守るためのヘルメット、防
災頭巾、他に代用できるもの等を準備 
〇生徒の貴重品類等の持ち出し準備 
●教職員は、1 階エリアの重要書類の
持ち出し準備開始。 

大雨特別警報 
「校舎内への浸水を想定し、避難を開
始します。校舎1階にいる全児童・生徒
及び教職員は、同じ建物の 2階へ避難
してください。」「避難完了後各主任は、
無線にて本部へ報告せよ。」 
●東棟スロープ応援 
●児童生徒、教員の安否、建物の被害
状況を確認し、本部へ報告する。 
●負傷者への応急手当をする。 
●経営企画室内、重要書類持ち出し
応援 

教育活動

不可能 

教育活動

可能 

□教育活動続行可能 
・授業再開 
・学校周辺（各種交通機関など）の安
全が確認された後、下校。 
・学校HP,ツイッターマチコミメール
による生徒の安否情報等を提供。 

□教育活動続行不可能な被害が発生 
・学校災害対策本部設置（対応検討） 
・安全な場所へ児童生徒の移動 
・学校HP,ツイッターマチコミメールによる生徒の
安否情報等を提供。 
・保護者等による児童生徒の引渡し 

記

録

的

短

時

間

大

雨

情

報 
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はじめに 
（１）特別支援学校における事業継続の必要性 

  東日本大震災、阪神・淡路大震災など大災害時には、学校や設備が損傷したり、児童生徒

や教職員が被災したり、ライフラインが停止する中で、懸命な対応が行われた。それは、想

像を絶する状況において、情報不足のまま現場で即時に判断するぎりぎりの活動であり、学

校を継続するにあたって多くの辛い教訓を残した。 

そこで、地震などの災害時にも児童生徒や教職員のいのち、生活を守りながら特別支援学

校が事業を継続するための計画を作成することが重要である。学校や設備の耐震化、水や食

料の備蓄などの災害対策を強化するとともに、児童生徒のケアに関する重要業務の方針を検

討し、被災後の事業の継続、早期の復旧、復興を可能とすることができる。 

もちろん、このような計画を作るだけで大災害でも事業が十分に継続できると過信はでき

ない。研修や訓練を重ね、繰り返し計画を見直し実効性を高めていくことが大切である。 

◆知的障害特別支援学校における事業継続計画（BCP）策定のためのガイドライン  

著作 ： 鍵 屋 一 より引用 

  

（２）本校独自のBCP策定にあたって懸念されるリスク 

  ①学校所在地（府中市）の地域特性 

府中市は、東京都のほぼ中央に位置し、副都心新宿から西方約22キロメートルの距離にあります。

面積は29.43平方キロメートルで、その広がりは東西8.75キロメートル、南北6.70キロメートル。南

端に多摩川が流れ、ここから北へ約1.7キロメートルにわたって平坦地が広がり、これより東西に走

る高さ約6メートルから7メートルの崖線から北へ約2.5キロメートルにわたって立川段丘が広がっ

ている。この段丘は西端で海抜70メートル、東端が海抜40メートルで、市内で最も高いところは府

中市武蔵台3丁目で海抜82メートルである。（◆上記、府中市HPより引用） 

本校は、府中市内でも東側に位置地、調布市西町と隣接している地域である。上記に記述してい

るように、海からの距離もあり、海抜４０ｍ程に学校があるため、地震による津波及び大雨による

多摩川の氾濫にかかる水害等の心配はないと思われる。が、地震による校舎の一部倒壊、落雷によ

る火災、竜巻被害、また隣接する調布市内ある飛行場にかかる飛行機墜落による被害の懸念は払し

ょくできないものと考える。 

 

  ②児童生徒の特性 

本校は児童・生徒数４０４名、教職員数３１１名の都内でも有数の大規模校である。障害種別は

肢体不自由教育部門・知的障害教育部門の異なる教育課程が併設され、それぞれ小学部・中学部・

高等部、計6学部がある。災害時においては、様々な障害をもつ児童・生徒へ対応と、更に医療関連

行為が必要な（主に肢体不自由教育部門に所属する）児童・生徒の中に対する適切な対応が求めら

れる。特に医療関連行為に関する業務を優先する必要があると言える。 

    

 令和８年度 児童・生徒の在籍者数 （令和８年４月１日時点） 

A部門 B部門 

小学部  ７９名 小学部  ４８名 

中学部 ４８名 中学部 ２８名 

高等部 ４１名 高等部 １６０名 

計 １６８名 計 ２３６名 
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③本校教職員の通勤手段の特性 

本校に所属している約７割の教職員は、公共交通機関を利用して出勤している。本校教職員が学

校に勤務時に災害が発生した場合は、様々な対応が行なえる要因となるが、本校業務時間外（夜間、

土日・祝日等）に災害が発生した場合には、公共交通機関を利用する教職員は鉄道等の運休等の影

響により参集が困難になる可能性があり、発災直後の様々な対応に課題がある。 

学校教職員は、災害時の自らの役割を強く認識せざるを得ない。つまり、災害時に速やかに学校

に参集し、その役割を他の教職員と協力して果たすことが求められている。その前提となるのは、

災害時の我々教職員とその家族の安全である。このための我々教職員自ら、日ごろから災害への備

えを確実に行い、自助に対する意識を高めておく必要がある。 

◆知的障害特別支援学校における事業継続計画（BCP）策定のためのガイドライン  

著作 ： 鍵 屋 一 より一部引用 

 
（３）災害による考えられる影響 

①強い揺れによる「道路」への影響 

建造物の倒壊や落下物による道路の妨げ、道路の破損・マンホール等の埋設物の浮き上がりよる

交通傷害、故障した車の乗り捨て・移動や避難車輌による大渋滞など。           

 

②警視庁による交通規制 

警視庁では、震度6弱以上の大地震が発生した場合、人命救助や消火活動を行う緊急車両等の通行

を優先させるため、交通規制を行う。路線によっては、一般車両の通行ができなくなるので注意が

必要となる。本校学区域を通る幹線道路（国道20号、府中街道、東八道路等）は軒並み、交通規制

が実施される。 

◆詳細は、巻末資料 P98—99（警視庁ＨＰ より一部引用）を参照 

 
 

 

③公共交通機関や防災関係機関への影響 

交通機関 状    況 

鉄   道 

 大きな地震が発生した場合には、線路等の点検を行うため、多くの路線では運

休が発生。施設の安全が確認され次第運行を再開されるが、被害が大きい場合に

は復旧までに数か月を要する場合もある。また、地震による停電の影響で運休し

てしまうことも考えられる。 

バ   ス 

 停電による信号機の停止等の影響により、運行を停止する場合がある。また、

鉄道の代替として運行するための車両が必要になること、燃料を節約する必要

があることなどから、路線バスの運行を継続する場合にも、運行本数を削減する

可能性もある。 

タクシー 

 道路が走行可能な状況であれば多くのタクシー会社が営業を継続するが、渋

滞の発生や交通規制等の影響が予想されるためスムーズな運行は困難である。 

 また、燃料の調達が困難な状況になれば、運行そのものができなくなる。 
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防災関係機関 状    況 

消 防 署 

警 察 署 

 消防署・警察署の施設自体に被害が生じたり、道路の閉塞等があったりした

場合は、出動に支障が出るとともに、現場付近に到着できないことが考えられ

る。 

 また、消防署・警察署への電話が殺到し、非常につながりにくくなることが

想定される。 

市 役 所 

通常業務 

 市役所の施設自体の被害や職員の被災、コンピュータシステム

の被害等により、通常業務が行なえなくなることが考えられる。

また、ゴミ収集の停止や学校の休校等も想定される。 

応急業務 

避難所の開設や道路・下水道等の点検など、応急対策業務を最優

先に行うことになるため、通常業務の再開には時間がかかること

が想定される。 

 ◆府中市「防災ハンドブック」より引用 

 

（４）避難場所や避難所について 

①避難場所とは？ 

「火災が迫っている」「ガス漏れによる臭気がする」「建物が倒壊しそうだ」などの理由により、

その場に留まっていることが危険であると感じた場合に、命をまもるために避難する安全な「場所」

のことをいう。 

学校近隣（府中市内）では以下の避難場所があげられる。 

名 称 説   明 場   所 

地域避難場所 

 大規模災害の発生から、身の危険を

及ぼす自傷が収束するまでの間、一時

的に避難する場所 

●市では指定していない。 

（市民自身が地域の実情を考慮して選

定する。） 

指定避難場所 
 上記に加え、行政から情報提供、状

況に応じた避難誘導が受けられる場所 

●市立小中学校（白糸台小学校・府中第

二中学校・南白糸台小学校、府中第四小

学校等） 

●都立高校（都立府中東高等学校等） 

広域避難場所 

 大規模火災等、上記「地域避難場所」

及び「指定避難場所」でも身の安全を

守ることが困難な自傷が収束するまで

の間、一時的に避難する広大な面積を

有する場所 

●都立多磨霊園・都立武蔵野公園等 

●都立武蔵野の森公園・朝日サッカー場

等 

◆府中市「防災ハンドブック」より引用 
②避難所とは？ 

   大規模災害の発生から自体が一段落し、避難所施設の準備が整った後、大地震の揺れ等で自宅が

倒壊・焼失等をしてしまい、生活ができなくなってしまった方が一定期間の生活を送る施設のこと

をいう。※全ての方が寝泊まりできるスペースはないため、自宅が無事な方は、自宅で生活するこ

とが望ましい。 
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学校近隣（府中市内）では以下の避難所があげられる。 
名 称 説  明 場   所 

一次避難所 

自宅が倒壊や焼失等により生活する場所が

なくなってしまった方たちが一時的に生活

を送る施設 

●市立小中学校（白糸台小学校・

府中第二中学校・南白糸台小学校、

府中第四小学校等） 

二次避難所 

高齢者や障害のある人など、一時避難所で

一般の方と一緒に避難所生活を送ることが

困難な方が一時的に生活を送る施設 

●文化センター（紅葉丘文化セン

ター・白糸台文化センター・押立

文化センター等） 

福祉避難所 

専門のスタッフ等によるケア及び医療的な

支援を必要とする方が一時的に生活を送る

施設 

高齢者  

→ ●市内福祉施設 

 

障害がある方 

→ ●府中けやきの森学園 

 
 
 

平成31年2月府中市と福祉避難所協定を締結 

 
災害想定   

項目 多摩直下地震 立川断層帯地震 

震源 東京都多摩地域 

規模 M7.3 M7.4 

震源の深さ 約20㎞～35㎞ 約2㎞～20㎞ 

最大震度 6強 

死者 72人 136人 

負傷者 1,569人 1,894人 

建物被害（全壊） 1,052棟 1,559棟 

焼失棟数 1,337棟 3,450棟 

避難者数 42,452人 61,507人 

避難生活者数 27,594人 39,980人 

帰宅困難者数 

（徒歩帰宅困難者） 
66,153人 

水道断水率 31,6％ 45,1％ 

下水道管きょ被害率 19,9％ 21,3％ 

電気停電率 7,5％ 13,1％ 

ガス供給支障立 100,0％ 98,5％ 

固定電話不通率 3,2％ 7,8％ 

  ※府中市地域防災計画では、この2つの想定地震の他に「東京湾北部地震」「元禄型関東地震」の 

2つの地震を想定しているが、いずれも最大震度は6弱で、それぞれの値も小さくなっている。 

◆上記の災害想定表は、府中市の「防災ハンドブック」より引用 

 

本校が担うことが求められている。 
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１ 学校勤務中に発災した場合 

≪一次対応≫  

避難した後、全教職員が、(1)保護者への生徒引き渡し、(2)各学年で残留生徒の保護体制の確

保を行う。ただし、以下の教職員は、これら 2点両方が完了したら、家庭等の事情により、早

期退勤の希望が出ている。 

※欄に名前のない教職員は、引き続き下記≪二次対応≫に移る。 

管職・養護・経企・主事 A部門  B部門 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

≪二次対応≫ 

以下の教職員は、上記≪一次対応≫が完了した後、(1)残留生徒の保護者への連絡、(2)避難の

ための被害箇所の点検・補修、(3)中・長期的な避難生活への対応、(4)その他必要な対応を行

う。 

管職・養護・経企・主事 A部門  B部門 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２ 管理職不在時（連絡がとれない場合）の意思決定 

① 意思決定の手順 

※管理職が不在でも連絡がとれる場合は、指示を仰ぎながら対応する。 

（ア）管理職が不在で連絡がとれない場合の「対応事項」をあらかじめ整理しておく。 

（イ）生徒、教職員、学校施設の安全確保を最優先に考え、その時点で最善の策をとる。 

（ウ）その場にいる最上級の職層の者が判断を下す。 

（エ）判断した内容、判断した者の氏名（協議者の氏名）、判断した日時について記録を残す。 

（オ）事後、速やかに管理職に報告し、承諾を得る。 

 

災害時教職員体制の目安 
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② 対応すべき事項 

（ア）校内での避難誘導、生徒の保護、その他の緊急避難措置 

（イ）学校敷地外への緊急避難 

（ウ）関係機関への連絡・報告・通報・応援要請   ※関係機関連絡先一覧表の作成 

（都教委、自治体、交通機関、消防、警察、保守点検業者、ライフライン業者、等） 

（エ）授業打ち切り、下校準備、緊急下校の実施 

（オ）スクールバスの運行に関する判断（決行・中止） 

（カ）保護者引取りの実施 

（キ）安否確認（生徒、教職員）、帰宅確認などの連絡実施 

（ク）校外活動時の対応指示（その場待機、付近の避難場所への避難、帰校、解散） 

（ケ）教職員の服務に関する事項 

③ 生徒の引率、救援、教員派遣、バス添乗など 

④ 緊急避難措置（勤務時間内の退勤、勤務時間外の学校残留、現地での対応） 

⑤ 避難所運営業務、その他の災害対応業務の実施 

 

３ 情報連絡体制 

① 勤務時間内 

（ア）本部長の指示の下、教職員で分担して関係者・機関に連絡を流し、情報収集を行う。 

② 早朝、夜間、休日 

（ア）管理職と電話で連絡を取り、必要な指示を仰ぎながら対応する。 

（イ）管理職が不在で連絡がとれない場合は、その時点で勤務している者が対応する。 

学校付近の在住者で参集が可能な者は、速やかに学校に行き、対応にあたる。 

   ※上記 勤務時間外の学校参集 

③ 学校からの情報発信 

（ア）Classi、マチコミメールによる情報発信。 

（管理権限保有者が学校に不在の場合、学校以外の可能な場所から発信する） 

（イ）学校ホームページやＸの随時更新による情報発信。 

（緊急時には管理職の指示で即座に更新する） 

（ウ）ＮＴＴ災害伝言ダイヤルによる連絡。 

 

４ 生徒の下校（帰宅）方法   

① スクールバスの運行が可能な場合は全員通常の方法で下校する。 

② スクールバスの運行が困難な場合は全員、保護者来校による引き渡しを行う。 

③ 引き渡し 

（ア）受付を設置し、各学年の担当者を置いて対応する。 

（イ）緊急時引き渡しカードに記載されている方への確実な引き渡し。 
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（ウ）緊急時引き渡しカードに記載されない代理人が来校した場合は、保護者と連絡を取り確認する。 

（確認が取れるまで引渡さない） 

 

５ スクールバス運行中に被災した場合 （Ⅹ 巻末資料 P100 参照） 

 

６ 登下校の途中に災害が発生した場合（一人通学生の場合） 

① 基本形 

（ア）自宅に近い場合は、自宅に帰る。 

（イ）学校に近い場合は、学校に行く。 

（ウ）中間あたりにいる場合は、状況に応じて対応する。 

（エ）生徒本人が、保護者または学校に連絡する。現在位置によって、帰宅か登校かを判断する。 

（オ）連絡がとれない場合は、生徒自身がその場で判断する。 

（カ）駅事務所、乗務員、コンビニ等の商店、近くの小中学校や公共施設に行って支援を求め、学校

に連絡してもらう。その後の行動が困難な場合は、応援が来るまで保護してもらう。 

（キ）帰宅可能な場合は帰宅し、帰宅後は学校に連絡して安否を確認する。 

（ク）保護者が留守になる場合は、学校からの指示のとおりにする。 

 

７ 投薬、個人物品 

① 災害時の学校待機に備え、三日分の投薬を事前に保健室に提出し、保健室にて養護教諭が管理する。 

また冷蔵での保管が必要な薬やエピペン等、保護者から依頼があったものも同様である。 

② 投薬内容や量が変更になったときは、保護者はすみやかに学校に知らせ、常に最新かつ正確な情報 

を把握する。 

③ 下着一式、オムツ、生理用品等の個人で必要なものは、各自が学校で保管する。 

④ 補助食品（形態食）については、巻末資料 P101 を参照。 

 

８ 避難所の開設（避難所運営マニュアル） 

① 生徒の在校時に災害が発生し、帰宅困難な児童・生徒が生じた場合 

（ア）学校を、自校の生徒に限定した避難所として開設する。 

（イ）外部者については、原則として当面は各市の自治体で指定されている避難所を紹介する。 

（ウ）帰宅支援ステーションについては、都の指示により開設する。 

 

② 被災状況が広範囲にわたり、府中市から避難所開設の要請があった場合 

（ア）都教委に連絡して許可を得る。 

（イ）校舎や校庭について、使用エリアを割り振る。 

（ウ）校舎や施設使用上のルールを決め、避難者に周知し協力を求める。 

（エ）避難者が多数の場合、割り振った場所ごとに代表を決めてもらい、組織として運営する。 
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③ 避難所 

（ア）使用エリアの割り振り 

・管理エリア 本部、教職員、救護所、調理、その他 

・居住エリア 生徒（男女）、教職員（男女）、要援護者（幼児、高齢者、障害者、外国人）、 

・その他の外部避難者 

・傷病者、感染症の罹患者 

・トイレの指定、屋外トイレの設置、水の使用方法 

・ゴミステーション（汚物含む） 

 

④ ライフラインの確保 

（ア）飲料水 貯水槽の水の確保、使用制限 

     ※プール水濾過機の作動   ※ガソリン使用 

（イ）電気、ガスの点検・復旧 

※発電機、投光器使用   ※ガソリン、カセットボンベ使用 

     

⑤ 食事、水の提供  

※備蓄品あり（ P16 参照）  

※食物アレルギー対応生徒の対応指針（巻末資料 P101 参照） 

 

⑥ 食事以外の備蓄品（毛布、敷物、簡易マット、災害用応急手当セット等） 

※災害用備蓄用品一覧（P16-17 参照） 

 

⑦ 衛生管理 

（ア）感染予防対策、手洗い・消毒、食器の管理、食事提供時の衛生、身体清浄 

（イ）部屋の清掃、トイレの管理、ごみ・汚物処理、罹患者への対応 

 

⑧ 府中市（行政）との連携 

（ア）行政職員の派遣、物資の要請、情報収集 
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３ 災害時対応チェックシート 

 

災害時対応業務チェックリスト 

時間 実施する業務 確

認 

 

発災直

後 

 

火災対応  経営企画室 

避難誘導  生活指導部及び各担任 

閉じ込め者の救出  生活指導部（生徒指導主任） 

応急救護  養護教諭、看護師 

生徒の安否確認、声かけ、報告  各担任 

情報収集  教務主幹 

校内放送や伝令により連絡、情報提供  副校長、生活指導主任 

通信手段の確保  情報教育部 

医療機関への連絡、搬送  養護教諭 

施設・設備被害状況確認（応急点検）  経営企画室 

発災当

日 

 

災害対策本部の設置  校長 

教職員の安否確認、報告  副校長、生活指導主任 

教職員の拠点確保  生活指導部 

不在の生徒の安否確認、声かけ、報告  各担任 

＜学校業務の継続＞別紙記述  管理職 

生徒の保護者、学校関係者、行政等への連絡  管理職 

保護者への引き渡し  学部学年主任、生活指導部 

・スクールバス対応  生活指導部（SB担当） 

・交通機関の情報  生活指導部 

施設・設備被害状況確認（写真撮影、応急復旧）  経営企画室 

避難所の開設（生徒、保護者、地域の障害者など 

要援護者の受け入れ） 

 生活指導主任 

各担任 

自家発電の稼動  経営企画室 

トイレ対策  生活指導部 

防寒・防暑対策  保健給食部 

食事の手配  栄養士、保給部 

地域ニーズへの対応  副校長 

問合せ対応  副校長 

情報収集及び発信  副校長 
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翌日 

～3 日

後 

 

 

 

 

 

＜発災直後、当日の業務のうち、必要なものを継続＞   管理職 

＜学校業務の継続＞  管理職 

教職員の健康管理  養護教諭 

ボランティアの受け入れ  教務部 

衛生管理  保健給食部 

警備  経営企画室 

学校関係団体・他の学校等との協力  管理職 

４日後 

 

 

＜３日後までの業務のうち、必要なものを継続＞  管理職 

・＜学校業務の継続＞  管理職 

教職員の健康管理、ローテーション管理  養護教諭 

情報システムの復旧  情報教育部 

必要物資の調達、支援物資の受け入れ  生活指導部 

被害箇所の復旧  経営企画室 

行政、関係団体、法人本部などとの情報共有、調整  管理職 

 

 

 

 

４ 発災直後の対応 

 ＜発災当日＞ 

１  火災・避難誘導・救出・生徒の安否確認 

対象業務 火災対応 

避難誘導 

閉じ込め者の救出 

生徒の安否確認 

情報収集 

業務の実施の考え方 ＊これらの業務の実施は人命の安全に直接に関わるものであり、いずれも非

常に重要である。 

①火災対応については、スプリンクラーが十分に稼働できるように普段から

スプリンクラーの周りには物を置かない。 

②避難誘導・閉じ込め者救出は学部主幹、学年主任の指示に従って各担任が

協力して行う。 

③発災時に学校にいる生徒については、声かけをして不安の解消に努めると

ともに、安否の結果を管理職に報告する。 
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２  通信手段の確保 

対象業務 ・通信手段の確保 

情報システムの復旧 

業務実施の考え方 ① ①安否確認や関係機関への連絡のため、通信手段の確保を優先する。 

災害時優先電話の確保（０４２－３６７—２５１２ 職員室）。 

 

 

 

３  施設・設備被害状況確認 

対象業務 施設、設備被害状況確認 

業務実施の考え方  ①二次被害の防止、使用可否の判断、保険請求、復旧作業などに関わるた

め、毎月行う施設・設備の点検箇所及び点検内容をまとめたチェックリスト

で、被害のあった場所は可能な限り写真で記録をとる。 

① ②避難場所 

・建物に倒壊の恐れがある場合・・・グラウンド 

・長期にわたる避難が必要な場合・・・東西体育館、自立活動室等 

・火災発生時・・・グラウンド → 調布基地跡地運動広場等 

③資材施設の設置 

・救護所（医薬品、ベッド）・簡易トイレ・災害対策本部・放送設備・非常

用電源・ラジオ・非常食料・飲み水・毛布等 

＊ライフラインの状況により変更する場合がある。 

 

 

 

４  本部の設置 

対象業務 ・災害対策本部の設置 

・救護所の設営 

業務実施の考え方  ① ①対策本部は、災害対応の情報集約拠点となるべき場所のため、電話回線

（災害時優先電話）があり作業スペースが十分にできる場所を確保する。 

（ホワイトボード・机・筆記用具等） 

・経営企画室、校長室、西棟職員室（全て1階エリア） 

②救護場所は、外に通じる扉があり、救急搬送が直ぐに可能場所を確保す

る。 

・東西の保健室 
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５  安否確認 

対象業務 ・教職員の安否確認 

・生徒の安否確認 

業務実施の考え方  ① ①教職員の安否確認は直ちに報告、集約する。なお休日夜間の場合は、震度

５以上の地震が発生した場合、自身と家族の安全を確保できたら所属校に参

集する。交通機関の途絶えなどにより、所属校に出勤できない場合は、交通

機関が復旧するまでの間、住居近くの都立学校に出勤し、その学校の校長の

指示に従い、応急対策活動にあたる。１2 時間以内に安否確認が目標であ

る。 

②生徒に対しては、電話による安否確認、電話が通じない場合においては、

や複数の教員による自宅訪問により遅くとも翌日までには確認をとる。                                                                                                                  

 

 

６  応急救護、安全管理 

対象業務 応急救護 

衛生管理 

警備 

業務実施の考え方  ①応急救護は被災直後の対応が重要であるので、養護教諭の指示に従い、応

急  処置を行う。（上級救命技能認定者と連携を取る） 

②避難所などの不審者対応を、人の出入りが激しくなる発災翌日以降警察署

と連携するなどして、注意を払う。 

 

 

７  要援護者等の受け入れ 

対象業務  要援護者の受け入れ 

 地域ニーズへの対応 

業務実施の考え方  ①業務実施の考え方 災害時に他校の生徒を受け入れる場合は、就学支援フ

ァイル（サポートブック、SOS ファイル等の個別支援資料を含む）等を活用

しながら、一人ひとりの状況に応じて個別に対応する。 

②要援護者等を受け入れる場合には、必要な場所や要員、受け入れの優先順

位、提供する物資等の資源について検討して決める。 

③近隣に在住する重度の障害者等の要援護者は受け入れざるを得ないので、

あらかじめ自治体との事前の協定や地域コミュニティとの連携を図ってお

く。また医療関連行為が必要な方の受け入れに際しては、医療機関との連携

も図り、必要に応じて医療機関への搬送を考慮する。 
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８ 情報発信、関係機関への連絡・協力対象業務  情報発信 

対象業務 保護者への連絡 

・医療機関への連絡 

法人本部への連絡 

関係団体・他校等との協力 

業務実施の考え方  ①学校としての考え 被害状況確認及び今後の方針などを決定後、学校ホー

ムページ、ツイッター、マチコミメール、ＮＴＴ災害伝言ダイアルなどで保

護者へ連絡する。 

②医療機関、関係団体、自治体等への連絡と連携を行う。 

③情報入手手段として、コミュニティFMなどのラジオや、参照すべきwebサ

イトなどまとめる。 

 

 

 

＜翌日以降＞ 

９  ボランティア等の受け入れ、対応対象業務  ボランティア等の受け入れ 

対象業務 要援護者の受け入れ 

地域ニーズへの対応 

業務実施の考え方  ①特別支援学校に救援にくるボランティアは一般的には専門ボランティアで

あることが多いため、十分な受け入れ態勢を整える事ができれば、貴重な人

的資源となる。ただし、ボランティア自身が宿泊場所、食事を確保し、1 週

間以上の活動ができることが望ましいことを伝える。 

②一般ボランティアは基本的に社会福祉協議会等コーディネートを担う機関

に誘導する。 

③生徒のケアをする上でのポイントや重要な疾患などをコンパクトにまとめ

たヘルプカードを提示し、ボランティアとの連携を図る。またボランティア

が支援した内容を記載するシートを渡す。 

④平時から来てくれるボランティアと災害時にも連絡を取り支援を求める可

能性があることを伝え、了解を取っておく。 
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１０  教職員への対応 

対象業務  教職員拠点確保 

 教職員の健康管理 

 要員確保 

業務実施の考え方  ①業務実施の考え方 教職員が宿泊、休憩できる拠点を確保する。 

②教職員の健康管理や心のケアのため、教職員の参集状況にあわせて勤務ロ

ーテーションを組む。 

③教職員の健康管理のため、養護教諭が教職員の体調の聴き取り、バイタル

チェックを行う。ＰＴＳＤの徴候が見られた場合は、学校に泊まらせるなど

の対策をとる。また、寒冷期にはインフルエンザワクチンを打つなどで健康

管理をおこなう。 

③災害直後には特に要員の確保が必要である。他学校からの教職員に実施し

てもらう業務内容などを検討し、取り決めておく。 

 

 

 

 

５ 学校における優先業務 

 

（ａ）教育活動 

① 授業 

対象業務 ・授業 

継続・縮小の考え方 

 

 

・発災直後は生徒の安全確保を最優先とし、中止する。 

原則として避難所を解散してから、授業を再開する。 

必要な資源 

 

電力 

上下水 

備蓄可能な資源 発電機 

飲料水、洗浄用水、排泄用水それぞれの水タンク 
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（ｂ）直接生活介助（身辺介助等） 

①基本的な介助業務 

対象業務 食事・補水・排泄など日常動作活動の維持 など。 

更衣、移動 など。 

継続・縮小の考え方 

 

 

基本的な介助業務は、生徒の生命・生活の維持に不可欠であり、最優先

で実施する。ただし、被災後3日間は、平時より簡素化して実施できる業

務もある。 

移動に関する業務は、相対的に優先度が劣後するため、教職員の状況に

合わせて可能な範囲で個別に対応する。 

食事・補水は通常通り実施する。 

排泄介助は重要であり、一人ひとりの状況をみて個別対応を行う。た

だし、状況により、おむつ着用などの簡易対応も検討する。 

アルコール消毒、ウエットティッシュによる清潔保持を行う。 

必要な資源 

 

電力 

上下水（飲用水、洗浄、排泄） 

食品 

備蓄可能な資源 発電機 

飲料水、洗浄用水、排泄用水それぞれ水タンク 

非常食 

紙おむつ 

ポータブルトイレ 

使い捨て食器、食品包装用フィルム 

ウエットティッシュ 

アルコール、洗浄剤、清拭剤等 

カセットコンロ、ガスボンベ 
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（ｃ）直接生活介助（身辺介助等） 

②補助的な業務 

対象業務 ・送迎 

継続・縮小の考え方 緊急時対応（医療機関への移送等）に限定することを検討する。 

必要な資源 

 

運転手 

車両 

燃料（常に 2 分の1 以上を保持する） 

備蓄可能な資源  

 

 

 

 

 

（ｄ）間接生活介助（給食等） 

① 

対象業務  食事提供 

継続・縮小の考え方 

 

 

アレルギー食、きざみ食、流動食が必要な場合は、その食事の準備をす

る。 

ライフラインの停止時は、基本的には備蓄食料を活用する。 

ガスが停止した場合にも暖かい食事が提供できるよう、薪やカセット

コンロの備蓄をすることを検討する。特に都市ガスの場合はカセットコ

ンロを備蓄して湯沸かしや調理に使う。 

３日分の献立を作って、その備蓄をすると混乱が少ない。 

必要な資源 

 

栄養士、調理士 

上水（調理、洗浄） 

ガス 

食品 

備蓄可能な資源 調理用水、洗浄用水 

非常食 

アレルギー食、流動食 等 

カセットコンロ、ボンベ（食品の加温用） 
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（ｅ）間接生活介助 

②学校内清潔保持に関する業務 

対象業務 ・学校内清掃 

廃棄物処理 

継続・縮小の考え方 

 

 

学校内清潔保持に関する業務は、被災後3 日間という短期間では原則休

止とする。ただし、衣類や床などが汚れた場合は個別に対応する。廃棄

物の処理は、原則として通常通り行うが、回収が伸びることを想定して

保管場所を検討する。 

必要な資源 ・上水 

備蓄可能な資源 洗剤 

 

 

 

 

（ｆ）間接生活介助 

③ 健康管理等に関する業務 

対象業務 栄養管理 

・健康管理 

相談・助言 

温度管理 

体温測定 

血圧測定 

継続・縮小の考え方 

 

 

健康管理等に関する業務は、生徒の生命・生活の維持にとって重要であ

り、優先的に実施する。 

 ・栄養管理、相談・助言についても上記と同様、生徒の状況により

対応を検討する。 

体温測定など平時から対応が必要な児童生徒は継続して実施する。 

（事例）廃棄物を燃やして暖房を確保した例がある。 

必要な資源 

 

養護教諭 

栄養士 

電力（電話使用、血圧測定など） 

体温計 

備蓄可能な資源 冷暖房の器具・物資（電力を使用しないもの） 

学校管理マニュアル等 

血圧測定器（電気を使用しないもの） 
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（ｇ）医療関連行為 

① 医療行為に関する業務 

対象業務 与薬（３日分以上） 

呼吸管理 

吸引・吸痰 

診察 

継続・縮小の考え方 

 

 

医療行為に関する業務は、生徒の生命・生活の維持に不可欠であり、全

て最優先で実施する。 

応援体制も含め、看護職の確保に全力をあげる。 

 ・医療行為にあたらない部分については教職員が対応することで養

護教諭の負担を軽減する。 

・保護者から依頼のあるアレルギー薬（エピペン）は学校で保管する。 

必要な資源 

 

学校医 

養護教諭 

処方薬 

電力（吸引機） 

上水（洗浄） 

備蓄可能な資源 ポータブル自家発電機 

洗浄用水 

 

 

 

 

（ｈ）その他 

① 衛生管理に関する業務 

対象業務 感染症対策 

継続・縮小の考え方 

 

 

生徒、受け入れた要援護者及び教職員の生活の維持にとって重要であ

り、ゾーン管理を行うことも検討する。 

ライフラインの停止等により、十分な清掃ができなくなることを考慮

に入れた上での感染防止対策を立案することが望ましい。 

必要な資源 

 

消毒薬 

上水（洗浄） 

備蓄可能な資源 アルコール消毒液 

洗浄用水 
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② 心のケア（心理的な安定）に関する業務 

対象業務 心のケア 

プライバシーへの配慮 

継続・縮小の考え方 

 

 

心のケアに関する業務は、生徒の生活を維持するために重要であり、あ

らゆる機会を通じて対応する。災害時であっても、プライバシーには可

能な限り配慮する。 

必要な資源  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜管理部門の業務＞ 

（ａ）管理業務 

対象業務 生徒の記録管理 

重要書類管理 

情報システム管理 

問い合わせ対応 

継続・縮小の考え方 

 

 

管理業務は、被災後3日間は基本的に状況確認程度として休止する。た

だし、生徒や関係機関からの問い合わせには対応する必要がある。 

生徒の記録は通常通り行う。 

  重要書類管理、情報システム管理は、業務が停止した際の事業部

門への影響に応じて、個別に対応方針を検討する。 

個人情報については、紙媒体でも紛失、毀損しないように管理を行

う。 

  問い合わせ対応は、生徒の家族からの安否確認の問い合わせ、行

政や社協学校関係団体、マスコミなどからの被災状況問い合わせが予想

されるため、優先して実施する業務となりうる。 

必要な資源 

 

 経営企画室 

 災害時優先電話 

 電力（電話、PC 操作） 
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（ｂ）経理業務 

対象業務  保険請求 

 納入業者支払 

継続・縮小の考え方 

 

経理業務は、後日対応も可能であるため、被災後3日間という短期間で

は原則休止とする。 

必要な資源  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｃ）施設管理業務 

① 設備機器等の保守・点検に関する業務 

対象業務  電気設備 

 上下水設備 

 ガス設備 

 ボイラー設備 

 医療機器 

継続・縮小の考え方 

 

 

学校管理業務は、被災直後には建物、学校、設備の点検、稼動が重要で

ある。 

 

必要な資源  学校教職員／事務職員 

備蓄可能な資源  医療機器管理マニュアル等 

 設備点検作業マニュアル等 

 業者連絡先リスト 
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（d）学校管理業務 

② 備品等の在庫管理に関する業務 

対象業務  消耗品・燃料等の在庫管理・発注 

継続・縮小の考え方 

 

 

設備備品等（ライフラインを維持するために必要な燃料、重要業務や生

活に必須な消耗品）の在庫管理に関する業務は、被災直後の点検業務に

あわせ、必要に応じて対応、発注を継続する。 

必要な資源  学校教職員／事務職員 

備蓄可能な資源  業者連絡先リスト 

 

 

 

 

 

（e）学校管理業務 

③ 平時の改修・修繕に関する業務 

対象業務  改修・修繕業務 

継続・縮小の考え方 

 

 

平時の改修・修繕にかかる業務は、事業者への連絡をしたうえで原則休

止とする。 

必要な資源 

 

 学校教職員／事務職員 

備蓄可能な資源  業者連絡先リスト 
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６ BCP チェックシート 

※評価の方法 4～１までの4 段階で評価する。 

 

４ →検討、文書化、訓練などが十分にできている。 

３ →検討、文書化、訓練などが一部不完全だが、だいたいできている。 

２ →検討、文書化、訓練などが一部できている。 

１ →まったくできていない。 

 

 

分類 評価 項目 

方針検討  学校の運営理念や学校所在地の地域特性、生徒の医療ニーズ等を

踏まえて、不測の事態が発生した際の事業継続の方針が検討され

ているか？ 

対象リスクと被

害の想定 

 

 

ハザードマップ等により学校所在地で特に懸念されるリスクを把

握しているか？ 

 

 

教職員が通常より少ない状況での事業継続を想定しているか？ 

 

 

ライフライン（電力・ガス・水道・電話・通信など）の停止を想

定しているか？ 

 

 

 

被害時対応業務

の選定 

 

 

不測の事態が発生した際の緊急対応、あるいは復旧対応のために

実施しなければならない業務が選定されているか？ 

 

 

また上記の業務について、どのタイミングで実施すべきか（【発

生直後】【発生当日】【発生翌日以降】など）検討され、整理が

なされているか？ 

 

 

 

学校における優

先業務の選定と

ボトルネックの

抽出 

 

 

社会的要請等に基づき、組織として優先的に継続すべき業務を選

定しているか？ 

 

 

不測の事態が発生した際の上記の業務に関する継続・縮小の考え

方（サービスレベルの低下も含む）が検討されているか？ 

 

 

上記の業務の遂行のために必要となる資源の洗い出しがなされて

いるか？ 
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不測の事態が発生した際の上記の資源の被害の想定を実施し、業

務遂行上のボトルネックが抽出されているか？ 

 

対策の検討  事業継続の前提となる対応体制（指揮系統、上位者の代行体制、

教職員との連絡体制など）は構築されているか？ 

 学校における優先業務の遂行に必要な人員（教職員・看護職・嘱

託医など）を確保するための対策（外部との応援体制の確立な

ど）はなされているか？ 

 什器、家具、機器等の転倒防止対策をなされているか？ 

 ライフラインの停止への対策はなされているか？（水の備蓄、自

家発電装置の設置、カセットコンロ等の準備） 

 学校における優先業務の遂行上のボトルネックに対して、必要な

事前対策や代替手段を検討しているか？ 

 必要な品目を選定し、十分な量の備蓄を実施しているか？ 

  

基本文章作成  検討の結果をとりまとめ、文書およびチェックリスト類として整

備しているか？ 

 上記の文書は不測の事態が発生した際にも即時に使用できるよう

な形で保管されているか？ 

  

  

対策の実施、定

着（教育・訓

練）見直し 

 定期的に不測の事態が発生した場合を想定した訓練を行なってい

るか？ 

 対策の実施状況について定期的に確認を行なっているか？ 

 文書・チェックリスト類は定期的に見直し・更新を行なっている

か？ 

 対策の実施・定着・見直しに際して学校長、副校長が積極的に関

与・指示を行なっているか？ 

 

 



 

55 

 

７ 災害時対応業務チェックシート 

時期 チェック 実施する業務 

発災直後  教職員に落ち着いて行動するよう指示を出す 

火災対応 

避難誘導 

閉じ込め者の救出 

生徒の安否確認、声かけ、不安解消 

校内放送により連絡、情報提供 

応急救護 

通信手段の確保 

医療機関への連絡、搬送 

施設・設備被害状況確認（応急点検） 

発災当日 

 

 災害対策本部の設置 

教職員の安否確認、報告、集約 

教職員拠点確保 

 

在宅の生徒の安否確認、声かけ、不安解消、報告、集約 

生徒、家族、行政、教育委員会等への連絡 

施設・設備被害状況確認（写真撮影、応急復旧） 

自家発電、トイレ対策、防寒・避暑対策 

食事の手配 

要援護者の受け入れ 

地域ニーズへの対応 

情報発信 

生徒、保護者、教職員の宿泊対策 

翌日～ 

3 日後 

 

 教職員の健康管理 

ボランティアの受け入れ 

問合せ対応 

衛生管理 

警備 

業界団体・他学校等との協力 

4 日後～ 

 

 教職員の健康管理、ローテーション管理 

情報システムの復旧 

必要物資の調達、支援物資の受け入れ 

被害箇所の復旧 

行政、関係団体、などとの情報共有、調整 
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８ 学校における優先業務チェックシート 

◎最優先  ○優先  ×後に回す 

部門 分類 業務 実施必要性 

事業部門 授業 授業の実施 ○ 

  

  

直接生活介助 排泄 ◎ 

食事・補水 ◎ 

移動 ◎ 

体位変換 ◎ 

清潔保持 ○ 

バイタルチェック、口腔ケア ○ 

送迎 ○ 

  

  

  

  

間接生活介助 調理 ◎ 

洗濯 ○ 

相談・助言 ◎ 

栄養管理 ◎ 

健康管理 ◎ 

温度管理 ◎ 

清掃 ○ 

  

  

  

  

医療関連行為 与薬 ◎ 

診察 ◎ 

体温測定 ◎ 
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 その他 レクリエーション × 

感染症対策 ◎ 

こころのケア ○ 

  

管理部門 管理業務 学事記録作成 ◎ 

重要書類管理 ◎ 

情報システム管理 ○ 

問い合わせ対応 ◎ 

  

  

経理業務 納入業者支払い × 

  

  

  

学校管理 電気設備 ◎ 

上下水整備 ○ 

ガス整備 ○ 

（医療機器） ◎ 

消耗品・燃料等の在庫管理・発注 ◎ 

改修・修繕業務 ○ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 消防計画 
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３ 避難経路図 

避難経路図Ⅰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常時避難経路

荒天時避難経路

校長室

経営企画室

保健室

自

立

活

動

室

技術室

西プール

東プール

西体育館
東体育館

保健室

東グラウンド

西グラウンド

厨房

東京都立府中けやきの森学園 避難経路図

東玄関

南玄関

西門

正門

北門

南門

西棟

南棟 東棟

医
療
的
ケ
ア
優
先
駐
車
場

１階

通常時

１次避難場所（Ｂ部門）

通常時

１次避難場所（Ａ部門）

２次避難場所（全校）

荒天時

避難場所

通常時避難経路

荒天時避難経路

音楽室

西棟

南棟 東棟

東京都立府中けやきの森学園 避難経路図 ２階
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通常時避難経路

荒天時避難経路

西棟

南棟 東棟

東京都立府中けやきの森学園 避難経路図 ３階
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４ 防火管理責任者・火元責任者一覧 
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Ⅴ 各種対応マニュアル 
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＜指揮（本部）＞校長室

（１５分をめどに２次対応に移行）⇒企画室・生活指導主幹に連絡

全校体制（校内）
①校内放送。
「全校の生活指導部は校長室にお集まりください。」

応に移行する。
③他の教員は近くを見渡す。

（さらに１５分をめどに３次対応に移行）

（さらに３０分をめどに４次対応に移行）

連絡先一覧

042-486-2877 武蔵野台駅 042-369-1330
042-485-5688 多磨霊園駅 042-363-9510
042-482-2029 東府中駅 042-365-1508
042-486-3288 府中駅 042-365-1505
042-486-3274 分倍河原駅 042-365-1509
042-485-4341

042-440-0871 府中警察署 042-360-0110
03-3308-1722 調布警察署 042-488-0110
03-3300-3003 三鷹警察署 0422-49-0110千歳烏山駅 JR時刻連絡番号　050-2016-1600　　

【京王線　下り】

【警察署】

飛田給駅
西調布駅
調布駅

【京王線　上り】

布田駅
国領駅

①該当学部・学年内で体制をとって捜索。
　授業を中断して体制をとる。⇒管理職連絡
　ケースによっては校内放送を入れる。

１ 行方不明対応マニュアル

＜対応＞

該当の
学部生活指導／学部主任

＋
副校長

生活指導主任

該当の
学部生活指導／学部主任

該当の
学部生活指導／学部主任

副校長
生活指導主任

＋
他学部主任

該当の
学部生活指導／学部主任

副校長
生活指導主任
他学部主任

２次対応
（１５分）

１次対応
（１５分）

３次対応
（３０分）

４次対応
（３０分）

「○○学部○年（　　）さんお願いします。」×３回
放送が入ったら、他学部の生徒指導、及び空き時間の
教員は、可能な範囲で手近な場所でそれらしい児童・
生徒を捜索。
発見したら「（　　）さん、ありがとうございました。」×３回

全校体制（校外）
①校内放送。
「学部主任および高等部捜索担当は高職員室に

②生活指導は校長室集合。不明の児童・生徒を確認の
上、校内分担区域を捜索。状況によってはすぐに３次対

　お集まりください。」
②各学部の生活指導は校外分担区域を捜索。
③関係機関への連絡、情報収集。（副校長）
④該当学部は引き続き校内捜索。

【西武多摩川線】

是政駅　　　　042-369-2013　

　授業体制の調整。（学部・学年主任）

全校体制（校外）
①警察・保護者への連絡。（副校長）
②校外捜索の増員。
（小・中学部各１名、高等部各学年１名）
授業体制の調整（学部・学年主任）
③校内捜索の続行。

さらに３０分をめどに捜索。以降は状況により判断。

柴崎駅

つつじヶ丘駅
仙川駅

競艇場前駅　042-369-2012
白糸台駅     042-369-2011

武蔵境駅　　0422-33-8861
三鷹駅、吉祥寺駅は非公表　　　

新小金井駅　042-381-0034
多磨駅　　　　042-369-2010

【ＪＲ中央線】

（２１）
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＜企画調整　携帯電話＞

校長 Ａ小・主任

経営企画室長 Ａ中・主任

副校長 Ａ高・主任

副校長 Ｂ小・主任

副校長 Ｂ中・主任

教務主幹 B高１・主任

生活指導主幹 B高２・主任

進路主幹 B高３・主任

A学部主幹

B高学部主幹

登下校時の行方不明については、３次対応（全校体制：校外）以降の体制で対処する。
（ただし、保護者への連絡は３次対応で行う）

④その他（行動特徴、前歴等）

連絡前にもう一度確認を

①氏名、年齢、保護者氏名、住所、電話番号

②服装、持ち物、身体特徴（身長　体重　髪型　めがね使用等）、発作等の危険性の有無

③通学の手段、通学経路、スクールバスのコース、乗車場所

（緊急連絡カードを使用）
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時間 本部
主担任

（教科主担任）

副担任（教

科副担任）

該当学

年主任 生活指導部
該当部門

小学部

該当部門中

学部

該当部門高

等部
他部門

引き続

き校内

を捜索

行方不明

報告受付

後から

１５分間

対応・動き

３０分

３０分

校内に

いないと

報告を

受けて

から

１５分間

生活指導部捜索の手順

１
次
対
応

２
次
対
応

３
次
対
応

＊本部に待機

＊全職員捜索体制表に基づく

捜索検討（副校長）（校内放送）

＊これから全職員による捜索を

開始します。ＡもしくはＢ高職員

室に集まってください。（生活主

任）

＊捜索の意図、経緯を説明後、

職員に指示。広域方面ごとの捜

索連絡、指示（副校長、生活主

任）

＊捜索体制表の①～③のチー

フに配布（生活主任）

＊○○行方不明

　です。

①Ａまたは

　Ｂ高職員室

　に集まる。

②管理職

　（ホワイトボードに

　時系列記入）

＊続きます。

③２次対応

①校長室に本部

設置

②校内放送（主任）

＊全校の生活指導部

の先生は校長室にお

集まり下さい。

＊３次対応準備

・方面別組織表記入

・教員携帯番号確認

（作成）

・捜索、報告時刻の指

示

該当学年は引き続き校内を
捜索

（授業は継続してください）

①捜索分担範

囲で校内捜索

＊確認後、本

部に戻り報告

する。

＊職

員室に

残留、

担任と

共に連

絡を受

ける。

＊職員室に残留

＊保護者との連絡係

①管理職・学部主幹・

生活指導主任に報告

（年・組・氏名・最終目

撃地など）

②捜索表１０枚くらい

（写真等）準備

③保護者連絡先確認・

ＧＰＳ確認（まだ連絡は

しない）

＊職員室に残留

（当該学年内での校内捜索活動）
＜いなくなった時点で校内を探してください＞

＊発見されれば本部に報告。
＊発見されなければ１５分をメドにその旨を

　　本部に報告。

◇ケースによっては放送を入れる◇
：○部門□学部△さんお願いします。

（行方不明合図）
：○学部□学部△さん、ありがとうございました。

（見つかった合図）

見つからなかった場合は校内を生活指導中心に探す。↓

＊場合に

よっては

生徒宅に

家庭訪

問する。

（主担任

と交代す

る）どち

らかが学

校待機す

る。

①捜索表１０枚くらい（写真

等）準備

②保護者連絡先確認・ＧＰＳ

確認（連絡準備・連絡）

＊職員室に残留

・保護者との連絡係として、

連絡、ＧＰＳ確認、行きそう

な場所などを聞き取り報告

・捜査表を本部に持参

＊職員室に残留

①校内を見渡

す。

＊発見されれ

ば本部に報告

＊発見されな

ければ１５分間

をメドにその旨

を本部に報

告。

職員の体制は
緊急捜索体制
を参照。

捜索方面

①飛田駅周辺

②多磨駅周辺

③バス停付近

捜索方面

①飛田駅周辺

②多磨駅周辺

③バス停付近

①校内を見渡す
（授業は継続してください）

＊発見されれば本部に報告。
＊発見されなければ１５分間メド

にその旨を本部に報告。

　　　　　　　　　　　　　　発見されない場合（捜索隊が校外にでる・該当学年は校内）

発見されない場合↓（増員して捜索隊が校外に出る・他の教員は授業および校内）

＊職

員室に

残留、

担任と

共に連

絡を受

ける。

＊捜索用紙を用意

し、生活主任に渡

す。＊高等部職員室

に待機。保護者連絡

係

該当学年は引き続き校内を捜索
（授業は継続してください）

＜該当部門の各学部、他部門よ
り１名増員します。状況によります
ので、空き時間で出られそうな方

をお聞きします。＞

＊印の方に捜索表を渡し、３０分毎に
連絡を入れることをお願いし、中域方
面に捜索開始。３０分毎に広域方面
に捜索。以後は状況により本部から

の連絡を受けて行う。

地区担当の携帯番号を通して、地区
担当が本部に連絡する。

本部に待機

（校内放送）

＊学部主任及び

高等部捜索隊は

本部に集まる。

①関係諸機関への

連絡（副校長）

②学部主任は授業

体制の調整

＊職員室に残留

＊保護者との連絡係

全
生
徒
下
校
後

３０分毎

引き続

き校内

を捜索

４
次
対
応

①警察・保護者

　への

　連絡、相談

　（副校長）

②授業体制の

　調整

　（学年主任）

③担任への指示

登下校中明らかに校外に出て
いたらここからスタート
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学校周辺 中域 広域＊時間外
武蔵野の森公園 武蔵境駅

【Ａ小低】

バス停 三鷹駅

【Ａ高】

味の素スタジアム 吉祥寺駅

【Ａ小高・中】

多磨駅 東府中駅

【Ｂ小低】

バス停 府中駅

【Ｂ小高】

甲州街道

（味スタより西） 【Ｂ中】

武蔵野台駅 競艇場前駅

【Ｂ高１-１～５】

白糸台駅 是政駅

【Ｂ高１-６～１０】

多磨霊園駅 多摩川（是政橋）

【Ｂ高２-１～５】
稲城インター

【Ｂ高２-６～１０】

飛田給駅 つつじが丘駅

【Ｂ高３-１～３】

西調布駅 千歳烏山駅

【Ｂ高３-４～６】

調布駅 多摩川沿い

【Ｂ高３-７～１０】

Ｄ
地
区
・

緊急時全校捜索体制表
担当教員

本
部
・

０
９
０

○
○
○
○

○
○
○
○

Ａ
地
区
・

Ｂ
地
区
・

Ｃ
地
区
・
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※登下校時以外の時間は門を施錠する。 

各担任、授業者
不審者対応者

対応するときは複数で。

誰か捕まったら⇒様子を見て他の子どもを逃 ＊警察が来るまで時間をかせぐ。
　　　　　　　　　　　がし不審者と対応していく。 包丁で向かってきたら、顔に一撃！
＊子どもを守るという使命感を持つ。 （机、椅子、バット、さすまたなど）

２　不審者侵入マニュアル

不審者発見
企画室が発見・防犯カメラで発見・校庭、校内で職員が発見・校庭、校内で生徒が発見

安全が確認できてから、避難体制解除。

包丁等を持っていることが明らかな場合
名刺をつけない、挙動不審など、声をかけても見
極める。

応援要請、管理職に連絡。学校１１０番を押す。
合言葉⇒（大掃除です）

呼びかけに応じない。など不審者と判断したら、避
難体制に入る。合言葉⇒（大掃除です）

＜校内放送＞
「お知らせします。これより○○の大掃除を始めます。」×３回

不審者が移動した場合で放送が可能な場合には

「お知らせいたします。続いて○○前の大掃除を始めます。先生方、よろしくお願いします。」×３回

学級ごとに、あるいは授業単位などその場の状況
に応じて近くの教室に避難する。校庭にいた場合
には、体育館に避難する。教室ドアを施錠し、バリ
ケードを築く。不審者に対応できる教員は、隣りの
クラスに児童・生徒を誘導し対応に当たる。生徒
椅子を持たせる。

教室に入ってきた時⇒子どもを自分の後ろに隠
す。

管理職、生活指導は、可能な範囲で校長室に集合。さすまたで、遠巻きにする体制をとりつつ、スクール
バス、近隣施設等に連絡する。必要に応じて、保護者にも連絡する。（怪我をしたなどの場合。基本は安
全が確認できてからの連絡。）

＊もし、単独で生徒を連れていたら、
見失わないようにしながら、

大掃除です！と応援要請する。

（例）校長を出せ。⇒今、呼んできます。
「いません」など刺激を与える言葉は

使わない。
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役割 担当者 対応場所

全体指揮 校長 校長室・職員室

（本部）

学校１１０番による警察と
の対応

副校長（　　） Ｂ高職員室、Ａ職員室

校内放送 経営企画室長（　　）

避難誘導・安全確保 学級担任・授業担当者 各教室・校庭

不審者への対応 経営企画室（　　）（　　　） 経営企画室前

（本部召集） 技能主事 校舎内

副校長（　　）

生活指導ＳＢ部員（　　）（　　）（　　）（　　）

教員（児童・生徒の掌握に必要な者以外は全員）

不審者の状況、場所の ＊不審者の状況把握、随時１１０番通報、 校舎内外

連絡及び放送 本部連絡（携帯）

副校長（　　　　）

※不審者の居場所を緊急放送で全体に伝える。 職員室（本部）

生活指導主任（萬﨑、白山）

保護者や関係諸機関 経営企画室（　　） 職員室

からの電話対応・記録 副校長（　　） 経営企画室

生活指導ＳＢ部（日比谷）

応急手当・医療機関 養護教諭（　　）（　　）（　　） 保健室

と対応 校内

不審者確保後の安否 ・全体掌握・・・副校長（　　） 校内

確認 ・教員への指示・・・生活指導主任（　　）

・安否確認

Ａ小（市川）、Ａ中（菊池）、Ａ高（清原）

Ｂ小（　　）、Ｂ中（　　　）

Ｂ高１（　　）、Ｂ高２（　　　）、Ｂ高３（　　）

・校内巡視・・・生活指導部 校内

Ａ１階（　　）　Ａ２階（　　）　Ａ３階（　　）

Ｂ１階（　　　）　Ｂ２階（　　）　Ｂ３階（　　）

保護者への連絡 各学部の電話連絡（メール）係 各職員室

（訓練時はなし） （東海地震の地震防災強化地域判定会招集時に準ずる）

スクールバス会社との 生活指導ＳＢ部員 Ａ・Ｂ小中職員室

連絡 （　　）（　　）

機動的に対応 ・教務主任（　　　　　）　・コーディネーター（　　） 本部（Ｂ高職員室）

（本部召集） ・進路専任（　　）（　　） 本部（Ａ職員室）

外部来客者の校舎敷地 ・経営企画室（　　） 校門

内への立ち入りを止める ・コーディネーター（　　　）

（本部召集）

緊急車両、警察の誘導 ・経営企画室（　　　） 校門

（本部召集） ・特別支援教育推進部（　　）（　　）

不審者侵入時の教職員の役割分担

（２６）
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本部召集 １１０通報ボタン
・安否確認　小学部Ａ・Ｂ主任　中学部Ａ・Ｂ主任 高等部職員室
　　　　　　　　高１Ａ・Ｂ主任　　高２Ａ・Ｂ主任　　高３Ａ・Ｂ主任 経営企画室
・保護者、ＳＢ連絡　各学部電話連絡（メール配信）係 保健室
・生活指導（　　　　）

各教職員

児童・生徒の安全確保（複数教員で対応）

学校１１０
番通報

「先生方よろしくお願いします。」×３

養護教諭

けが等への対処準備

本部対応

副校長
（　　　　・　　　　・　　　）

経営企画室長
（　　　　　　）

生活指導主幹
（　　　　　　　）

教務主任
（　　）

コーディネーター
（　　　　・　　　）
進路主幹・専任
（　　　・　　　）
（　　　・　　　）

＜校内放送＞
「お知らせします。これより○○の大掃除を始めます。」×３

「お知らせします。続いて○○の大掃除を始めます。」

学校１１０
番通報

校長会・企画室に
行かせる。１１０番
通報するように応
援要請する。た
だ、刺激しないよう
に、大掃除できな
いように。

不審者侵入時の指揮・連絡　系統

　　　　　全体指揮　　　　　　　　校長

不審者対応
（発見者）

副校長
（　　）

技能主事
（     ）

生活指導部員
（      ）（　　　）
（　　　）（　　　）

不
審
者
確
保
後
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保護者連絡
・事故状況の説明
・医療機関受診の確認
・事故状況の説明

＜医療機関受診後＞
担任または発見者は「独立行政法人日本スポーツ振興センター」の手続きを行う。
（初診から治癒までの医療費総額が５０００円（５００点）以上が対象）

＜担架の設置場所＞

①プール　②体育館　③保健室

＜その他＞

①校外に出る時は救急バックを持参して下さい。

②緊急連絡先・服薬等の変更及び身体状況の変化については連絡をください。

③養護教諭不在時の保健室利用時は、児童・生徒を一人で休養させることのないように注意し、

　傷病の記録に記入してください。

④児童・生徒の服薬は、飲ませ違いや飲ませ忘れのないように気をつけてください。服薬後の空袋は、

　子どもが持参した容器に入れて持ち帰らせてください。

⑤児童・生徒のトイレ介助、汚物、出血の処理には、使い捨て手袋を使用してください。

　素手に汚物、吐物、血液がついた場合は、流水で洗い流しウェルパスで消毒してください。

　汚物、吐物、血液などの処理に使用した雑巾等は廃棄してください。

・受診の際、保険証、身障手
帳、医療費受給者証を持ってき
てもらうよう依頼する。

タクシー 　医療機関

３　校内事故発生時マニュアル

事故発生！
 　①近くの人に知らせる。

 　②保健室に知らせる。
③救急処置をする。

　 　④患者を一人にしない。

管理職
経営企画室

担任 保健室 　救急車

現場の判断で

協議の上
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新型インフルエンザ、高病原性鳥インフルエンザ、ＳＡＲＳ等の新たな感染症発生時の対応

について、以下の通り対応することとする。

①児童・生徒・職員の健康観察の徹底。

（発熱、呼吸器症状など。）

②保健所が行う、発生者の接触状況調査等への協力

児童・生徒の

異常発見

＜１＞学校管理下で、疑いの児童・生徒・職員が発生した場合。
①疑いのある児童・生徒・職員の一時隔離。

③児童・生徒・職員のマスク着用。
④保健所、学校経営支援センター、学校医との
　連絡窓口の一本化
⑤保健所の指示による、病院搬送、消毒。
⑥保護者への情報提供。
⑦帰宅について、保健所、学校経営支援センター
　と協議する。

＜２＞地域で集団発生した場合。
①児童・生徒・職員の健康チェック。
②登校している場合、帰宅について保健所、
　学校経営支援センターの指示を仰ぐ。

⇒長期の学校閉鎖を検討する。

①検査の結果、鳥（新型）インフルエンザである
　可能性が高い場合は、直ちに臨時休校とする。
②登校している児童・生徒・職員の健康チェック。
③病状がある場合、帰宅などについては
　ケース１、２に準じる。

②児童・生徒・職員の検温および欠席者の健康チェック。

①マスクを
させて
下校

②保護者
宛の

文書を
配布。

鶏肉・卵・食品・鳥インフルエンザ⇒多摩府中保健所（042-362-2334）

学校
飼育鳥

や
野鳥の
死亡が
認め

られた
場合

⑧臨時休業について、学校経営支援センターと協議する。

③臨時休業について、学校経営支援センターと協議する。

＜ケース３＞

学校健康推進課⇒（03-5320-6877）

学校医（加地Ｄｒ．）⇒（042-352-5233）

４　感染症発生時の対応マニュアル

＜ケース１＞
地域で発生した
場合

③状況に
より、

保護者の
迎えを
依頼
する。

野鳥⇒多摩環境事務所自然環境課（042-521-2948）

臨時休校
の指示が

あった
場合

多摩府中保健所、西部学校経営支援センター（学校健康推進課）、学校医に連絡。

＜ケース２＞

学校で
新たな
感染症
の発生
および
疑いの
児童・
生徒・
職員が

発生した
場合

（２９）

巻末 P96に特設 

「未知なる感染症」への初期対応を掲載 

令和 2年 7月作成 
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都立府中けやきの森学園です。 

所在地は   

東京都府中市朝日町３－１４－１です。       

〔A部門〕 

味の素スタジアムから北方向へ約600ｍの校門です。 

〔Ｂ部門（小・中）〕 

警察学校の真裏にあり、市立老人ホームあさひ苑側の校門です。 

〔Ｂ部門（高）〕 

警察学校の真裏にあり、国道２０号側から２つ目の校門です。   

いつ・誰が（生年月日・性別）どこで 
何をしてどうなったか 
（意識・出血の有無など） 

○時○分に○○の対応をしました。 

私は○○です。 
携帯  

学校 ０４２－３６７－２５１１ 

 

企画室に連絡（内線202～205）し、 

救急車を要請したことを伝える。 

全校放送をかける 

「正門or西門or南門に車を呼びました。」 

救急車に同乗する。 

５ 緊急時における救急搬送マニュアル  

 

 

 

 

伝えること、すること               留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急車要請の判断は、養護教諭を中心として行い、決定は管理職が行う 

担任顧問は救急車要請と同時に保護者へ連絡し、搬送先の病院について指定があるか確認する。 

簡潔にはっきりと以下の点を１１９番に伝える。 

病人・けが人の状況がわかるところで連絡する。 

 

 

 

 

 

救急です。救急車をお願いします。 火事ですか？救急ですかと聞かれる。 

 

誰（生年月日・性別）がどんなケガを 
したか伝える（保健室の個人ファイル参照） 
応急処置で何をしたか伝える 

  

自分（通報者）の名前と携帯電話番号をいう。 
確認のためのコールバックが救急車よりある。 
搬送してもらいたい門を再度確認する。 

所在地をはっきり言う。 
Ｂ部門小中と高等部はそれぞれ入口が 
違うことをわかりやすく伝える。 

 

全校放送（放送０）をかける。全校の教職
員へ救急車を要請したことを知らせるこ
とで、子ども達のパニック回避と手の空い
ている教員への協力要請を伝えることが
目的。 

どこの門に救急車を呼んだか、急病人の待
機場所はどこかを伝える。１、２人が門の
目立つ場所で待機する 

 

  

 事故の状況を一番知っている人が同乗する。 
児童生徒の健康資料、携帯電話、お金など持
参。搬送先の病院の指定がある場合は、救急
隊に伝える。指定がない場合は救急隊の判断
する医療機関となる。その場合は保護者へ搬
送先を連絡する。 

  

救
急
車
の
よ
び
方 

校
内
の
体
制
作
り 
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※落雷、雷鳴の場合を含む。

②集団下校が必要か検討する。

　　　　　　（交通事故、発作、不審者被害等）

＜学校への通報＞（本人、地域から）

※集団下校については学年で
まとめて行う。

③駅に教員を配置し、混乱時に
対応する。

①状況を把握し、下校時間を変
更するか検討する。
（管理職）

副担任保護者連絡。状況によっては、救急車、警察への連絡。
主担任は病院へ同行し、状況を把握。

保護者に引き渡す。救急車手配者への連絡を聞く。

担任、生活指導部員が現場に
急行する。

養護教諭と連携し、生徒の保健
情報を収集。対応を協議。

７　登下校途中でトラブルが発生した場合

トラブル発生！

副校長の指示のもと、生活指導主任が情報を把握する。

６　交通機関（ＪＲ等）の遅れ等があった場合

③様子を見て教員配置を解除
する。

電車の遅れ等
発生！

（通勤途中の教員および、学校
から配置する。）

②学年ごとに登校生徒の確認
を行う。

＜登校時＞ ＜下校時＞
①飛田給駅、多磨駅に教員を
配置する。
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※登校していない対応のケースに準じる。

連絡があった時点で各担任は学年主任に遅刻・欠席者を報告し、記録する。

９：００までに生活指導部・学年主任は学年で遅刻者を集約し、
学部主幹・生活指導主幹に遅刻者の氏名、登校予定時間を報告する。

「○○君が××時に登校予定です。等」

各学年の状況に応じ、各学年の生活指導部・学年主任が遅刻者の対応をする。
（授業体制に影響がないようにする）

登校した。

学部主幹教諭

校長

副校長（当該学部）

生活指導主幹教諭

生活指導主任（当該学部）

学年主任

８－（１）　登校していないケースの対応(連絡あり)

登校していない。

副校長判断
（本部設置について）

本部設置

副校長・主幹に報告
【構成員】
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【構成員】

連絡が取れてからの対応

・授業に参加する。 ・個別指導をする。

・遅刻して登校する理由を聞いて登校させる。

・担任や生活指導主任が状況を聞き取る。

みつからない

１１：００　行方不明対応（関係諸機関も含めて）

確認がとれた

登校を待つ

副校長判断
（本部設置について）

副校長・主幹に報告

みつからない

みつかる

１０：００　２次捜索

登校確認

９：２０　本部設置

９：２５　１次捜索

校長

副校長（当該学部）

生活指導主幹教諭

学部主幹教諭

８－（２）　登校していないケースの対応（連絡なし）

生活指導主任（当該学部）

学年主任

本部設置の
必要が無い

場合は
適宜

副校長が
指示する

    連絡なし　９：００　登校していない

保護者へ確認
（担任）

確認がとれない

学年主任に報告

９：１５　副校長と主幹教諭に報告（学年主任）

（３３）
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児童・生徒の

異常発見

救急車要請
：管理職、保健室

保護者への連絡、説明
：保健室、担任、
　学年主任、第一発見者

救急車同乗
：保健室、担任、管理職、
　（学年主任、
　　第一発見者）

通院の判断
：管理職、保健室

保護者への連絡、説明
：保健室、担任、学年主
　任、第一発見者

通院同行
：保健室、担任
　（学年主任）

保護者への連絡、説明
：保健室、担任、学年主
　任

※必要に応じて
下校付き添い、指導
：担任（各学年）

児童・生徒の現場に駆けつける⇒状況判断・安全確保・心肺蘇生

児童・生徒の様子を見る・判断する。

緊急性がある 緊急性がない 応急処置で済む

救急車を呼ぶ・
救急搬送・受診

病院に行く 保健室・教室で対応

保健室 管理職 学年主任 生活指導部

　９　水泳指導中の緊急マニュアル

第一発見者 安全確保
心肺蘇生

監視担当の教員 プール担当

異常を伝える

異常を伝える 異常を伝える

プール担当は状況に応じて
プール指導の中止をする。
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連絡 　　　　　報告　　　　　　　　指示

発見できない
　　　　　　　　　　発見の有無に
　　　　　　　　　　ついて報告
　　　　　　　　　　指示を受ける

学年主任

・管理職に報告、連絡。
　　・活動再開を担当責任者に連絡

管理職
・保護者連絡（捜索願含め相談）
・緊急機関（警察・病院）への対応
・残留捜索隊への指示

発見できない

学年主任（管理職に連絡）
１次捜索隊を残して活動停止

終了を指示する。 担任は終了後、生徒宅へ急行
管理職からの連絡があるまで ・保護者への謝罪、説明。

付近を捜索する。 ・発見時にはともに引き取り。

10　校外学習時の救急体制について

・活動を停止、安全な場所に待機
　学年主任はその旨を

　管理職に報告。

　（１）行方不明などの発生

連　絡

発見
された

発見
された

　　連絡
　　報告

発見でき
ない時

第一発見者
担当責任者、学年主任に連絡

担当責任者（　　　）・２次捜索隊に連絡
・担任に活動停止を指示
・捜索隊に呼びかけ
＜２次捜索隊で付近捜索＞（３０分）
（　　　）（　　　）（　　　）（　　　）（　　　）

・校外学習は終了させる。
・解散場所への帰還、待機。
・生徒の保護者への引き渡しが終了
後、職員は学校・宿舎へ戻る。

学年主任
・管理職に報告、連絡係

　　　　　※対策本部設置
担当責任者（　　　）・１次捜索隊に連絡
・担任に活動停止を指示
・１次捜索隊に呼びかけ
＜１次捜索隊で付近捜索＞（１５分）
（　　　）（　　　）（　　　）

※対策本部設置
管理職（活動続行などを指示）

生活指導部
（ＧＰＳなど保護者への確認準備）
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管理職

・保護者、学校対応。

負傷者の確認 学年主任

担任が学年主任に連絡 ・救急車要請

担任は現場に１名残る ・搬送指示

動ければ数人で移動補助 ・管理職への報告

管理職

・負傷者移動の判断

・救急車要請指示

・保護者連絡

（診察結果後報告・連絡・生徒と共に動く）

＊救急車が来ない可能性が大きいので、

できるだけ避難所に連れて行く。

・近隣の都立学校へ
向かう。

・担任はクラス生徒把握
・余震などに注意し学年で

まとまり移動する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜都立学校（避難所）到着後＞
　　　　　　　　　　　　・学年主任が管理職にメール。（移動時は原則３０分ごとに報告）
　　　　　　　　　　　　・避難所の指示に従う。
　　　　　　　　　　　　・電車が動いたら、管理職の指示で移動する。

負傷者がいる場合

10　校外学習時の救急体制について

　（２）地震発生など（公共機関が動かない・帰宅できない場合）

公共機関の不通

学年主任
・各担任に生徒安否確認指示
・活動停止を担当責任者に連絡
・管理職への連絡

＊救急車が来れば担任１名同乗
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＜緊急機関名①（警察署など）＞

住所 住所

電話 電話

＜緊急機関名②（消防署など）＞

住所

電話

＜緊急機関名③（病院など）

住所

電話

＜避難時の都立学校名１＞

事故発生

10　校外学習時の救急体制について

　（３）事故・怪我・発作・食中毒の対応

発見者

　　担任
　　・生徒の対応
　　・容態の報告
　　・病院へ搬送時同乗
　　・診察の結果報告
　　・生徒と共に帰校、宿舎へ移動
　　・生徒宅へ同行

　　学年主任
　　・管理職への連絡
　　・救急車の手配（緊急の場合）
　　・活動継続の有無を担当責任者に連絡

　　管理職
　　・救急車要請の指示
　　（緊急を要さない場合）
　　・保護者への連絡、説明
　　・活動継続などの判断・指示

　　担当責任者
　　・活動継続の有無を担任に連
　　　絡。

（４０）
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・冷静に
・安全に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連携

　　　　　　保護者

・報告書、ヒヤリ記入

　　　　　　連絡
　　　　　聞き取り

　　　　　　　緊急機関
　　　　　　　診察・受診

担任、学年主任、生活指導部

・対応策、再発の防止検討

１１　校内の問題行動の対応方法

　（１）暴力・傷害などによる緊急事故
　　　　（命に関わる事故・首から上部の怪我・出血・変形など）

　　学年主任・担任・学年教員
　　・現場への急行
　　・生徒の搬送
　　・保護者への連絡
　　・緊急機関付き添い
　　・保護者への引き渡し
　　・事情聴取、謝罪

発見者
・静止、説諭、見守り
・保健室への搬送
・管理職への報告

　　　近くの教員（２人以上）
　　　・発見者への応援
　　　・管理職への連絡

応援要請
誰か来て！

現場

当該生徒

管理職・生活指導主任
・対応を学年主任、担任に指示
・保健室への連絡（緊急機関）

・保護者への説明、謝罪

１名
以上

保健室
・救護、応急処置
・緊急機関連絡（管理職指示）
・搬送先の検索（担任連絡により）
・タクシー手配（企画室連携）

担任と生徒
　で向う

結
果
の
報
告

担
任
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　　　　　　　　　　　対応 連絡

　　　・必ず、事実の確認をすること。認め、反省するまでは個別対応。

　　　・リストカットなどは過度に反応せず、冷静に促し対応する。

　　　　（特に、叱責は厳禁！！当該生徒の精神的な背景の把握に努める。）

１１　校内の問題行動の対応方法

　（２）暴力行為・喧嘩・器物破損の対応方法

　　　　　　　発見者
　　　　・静止、仲裁、対応
　　　　・応援要請
　　　　・（複数で対応）

　　　近くの教員（２人以上）
　　　・発見者への応援
　　　・管理職への連絡

応援要請
誰か来て！

急行

　　　・危険物（凶器など）は速やかに出させる。

　　　配慮事項

　　　・特定の生徒、教員への繰り返しがないよう、原因の究明をする。

　　　担任、生活指導部、管理職
　　　　・現場急行
　　　　・個別対応

　　　　別室（個別に話を聞ける場所）
　　　　　・落ち着かせる。
　　　　　・個別で行う。
　　　　　・事実の確認をする。
　　　　　・一人にはさせない。
　　　　　・男女に配慮する。

急行現場（事件発生）

当該生徒
　　　　担任、生活指導部
　　　・事情聴取（事実確認）
　　　・わだかまりの解消
　　　・再犯のないことの約束
　　　・謝罪の指導
　　　・管理職への報告
　　　・保護者への報告、説明
　　　・怪我があれば、①を参照
　　　・事故報告、ヒヤリ記入
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主事

通報

　　担任、教科担任（発見者）

・授業中断、児童・生徒の退避。
・児童・生徒の安全確認。
・経営企画室に通報。
・管理職に連絡。
・安全が確認されたら授業開始。

　　　　　　　　経営企画室

・主事室に連絡。
・管理職に連絡。
・現場に急行。
・害虫駆除。
・駆除確認。
・巣があれば業者依頼。

　　管理職・生活指導部

・事態の確認
・児童・生徒の安全確認。
・安全確認。
・授業開始指示。
・巣の確認、施錠指示。

１２　害虫（スズメバチなど）発見時の対応

　　　害虫発見現場

　　発見者
（教室から全員出し、隣室などに避難する）
　　・児童・生徒の退避（安全確認）
　　・企画室に通報
　　・管理職に連絡
　　・指示後授業開始

　　　　生徒
　　避難

避難指示
　　管理職・生活指導部
　　　・現場の確認
　　　・事態収拾後授業開始指示
　　　・巣の確認、窓ガラス施錠連絡。

＊実被害があった場合は、①校内の
問題行動の対処方法に準じる。

　　　経営企画室
　　　　・主事に連絡
　　　　・現場に急行
　　　　・害虫駆除
　　　　・管理職に連絡
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管理職判断（屋外活動是非）

放送指示⇒生活指導主任

＊解除の放送（０）

　　　　　　教員
　　生徒の把握

　　　安全確認
　　　屋外活動中の人に連絡
　　　　（生活指導部）

　　　　　　生徒

　　　　屋内退避

　　　　　　待機

放送

指示があるまで校内
にいること。

１３　雷・光化学スモッグ警報

放送指示

雷鳴・落雷・警報発令

発見者 管理職・生活指導主任

雷鳴、落雷収束

光化学スモッグ警報解除の際
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緊急性の判断と対応 

① ただちにエピペン  

② 救急車を要請する。（１１９番） 

③ その場で安静にする 

④ その場で救急車を待つ 

⑤ 可能なら内服薬を飲ませる 

（エピペンが２本以上ある場合） 

                      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

アレルギー症状への対応の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 食物アレルギーの救急体制マニュアル 

アレルギー 

症状がある 

（食物の関与

が疑われる） 

原因食物を 

食べた 

（可能性も含

む） 

原因食物に 

触れた 

（可能性を含

む） 

アレルギー症状 

全身の症状      呼吸器の症状 

・意識がない     ・声がかすれる 

・意識がもうろう   ・犬が吠えるような咳 

・ぐったり      ・のどや胸が締め付けられる 

・尿や便を漏らす   ・咳 

・脈が触れにくい   ・息がしにくい 

・唇や爪が青白い   ・ゼーゼー、ヒューヒュー 

   消化器の症状       皮膚の症状 

・腹痛        ・かゆみ 

・吐き気・おう吐   ・じんま疹 

・下痢        ・赤くなる 

顔面・目・口・鼻の症状 

・顔面の腫れ 

・目のかゆみや充血、まぶたの腫れ 

・くしゃみ、鼻水、鼻づまり 

・口の中の違和感、唇の腫れ 

発見者が行うこと 

① 児童生徒から目を離さない、ひとりにしない 

② 助けを呼び、人を集める 

③ エピペンと内服薬を持ってくるように指示する。 

緊急性が高いアレルギー症状はあるか？ 
５分以内に判断する 

ない 

 

 

 

 反応がなく 
呼吸がない 

反応がなく 
呼吸がない 

心肺蘇生を行う 

ある 

内服薬を飲ませる 

５分ごとに症状を観察し 

症状チェックシートに従い 

判断し、対応する。 

緊急性の高いアレルギー症状

の出現には特に注意する。 

保健室または、安静に 

できる場所へ移動する 

エピペンを使用し
10分～15分後に症
状の改善が見られ
ない場合、次のエピ
ペンを使用する。 
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１５ 熱中症対策マニュアル 

 

熱中症時の対応 

 

熱中症を疑う症状 

    

     

症状あり        

・応答が鈍い ・言動がおかしい ・意識がない 

症状なし            

 

 

      

 

できる            できない 

 

 

 

 

 

症状改善      改善しない 

 

 

 

熱中症特別警戒アラート 

 

・発令の条件：都内全ての暑さ指数情報提供地点における、翌日の日最高暑さ指数（WBGT）が３５（予測値）

に達する場合等に、前日の午後２時頃に発表される。 

・本校の対応として本アラートが発令された翌日は児童・生徒の健康に係る重大な被害が生じる恐れがあるた

め、学校は原則休校とする。 

 

 

 

 

意識障害の有無 救急隊を要請 

涼しい場所への避難 

水分が摂取できるか 脱衣と冷却 

水分・塩分の補給 

症状改善の有無 

医療機関へ搬送 

経過観察 
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Ⅵ 安全全体計画  

東
京

都
立

府
中

け
や

き
の

森
学

園

日
常

生
活

W
B
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運
動
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運

動
部
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生
活

活
動
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険

性
原

則
中

止

　
高

齢
者

に
お

い
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は
安

静
状

態
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も
発

生
す

る
危

険
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が
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。
  

外
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い
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。
　

皮
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ほ
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が
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く
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り
、

体
か

ら
熱

を
逃

す
こ

と
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で
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な
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。
　

特
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の
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運
動

は
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止
す

る
。

す
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て
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動

の
中
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動
の

中
止
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て
の
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活

活
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こ
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性
激

し
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運
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中
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出
時
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で
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室
温

の
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昇
に

注
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す
る

。

　
熱

中
症

の
危

険
が

高
い

の
で

、
激

し
い

運
動

や
持
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走

な
ど
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が
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昇
し
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運
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避
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運
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す

る
場
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に

は
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積
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的
に

休
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を
と

り
水

分
補

給
を

行
う

。
　

体
力

の
低

い
も

の
、

暑
さ

に
な

れ
て

い
な
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も

の
は

運
動

中
止

。

校
外

歩
行

、
作

業
学

習
（
屋

外
）
等

の
中

止
持

久
走

等
（
体

育
、

部
活

等
）
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中
止
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度
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上
の
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活

活
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こ
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極
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に
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激
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作

業
を

す
る

際
は

定
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的
に

充
分

に
休

息
を

取
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入
れ

る
。

　
熱

中
症

の
危

険
が

増
す

の
で

、
積

極
的

に
休

息
を

と
り

、
水

分
補

給
を

す
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。
　

激
し

い
運

動
で

は
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3
0
分

お
き

く
ら

い
に

休
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を
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。

強
い

生
活

活
動

で
お

こ
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危
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性
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極
的

に
水
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補

給
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し
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運
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。
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熱
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す
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、

運
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に

積
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よ
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す
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。

適
宜

水
分

補
給
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常
は

熱
中

症
の

危
険

は
小

さ
い

が
、

適
宜

水
分

の
補

給
は

必
要

で
あ

る
。

　
市

民
マ

ラ
ソ

ン
な

ど
で

は
こ

の
条

件
で

も
熱

中
症

が
発

生
す

る
の

で
注

意
。
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Ⅵ 安全教育 全体計画 
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Ⅶ 学校安全計画 年間指導計画 
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令和８年度 東京都立府中けやきの森学園月例防災訓練実施計画 

回数 想定 実施予定日 実施内容（予定） 

第１回 
火災① 

場所：南棟 

令和８年 

４月２７日（月） 

９:４５～ 

・火災発生時の児童・生徒の防護、避難誘導等など必要な対処に慣れる訓練を実施。 

・火災発生時の避難ルートを確保、選択し避難。 

・児童・生徒に火災時の避難方法について指導。 

※初期消火の訓練を実施。 

第２回 地震① 

令和８年 

５月２９日（金） 

９:４５～ 

※防災委員会と同日 

※保護者希望参加型 

・地震発生時の対処について実際（緊急地震速報）を想定した行動訓練を実施。 

・地震による通行不能場所を設定し、１次避難場所への避難。 

・児童・生徒に地震発生時の避難方法について指導。 

・避難訓練参加希望の保護者を募り、来校時を想定し実施する。 

第３回 
火災② 

場所：東棟 

令和８年 

６月１６日（火） 

９:１５～ 

・事前に火災発生場所、避難場所を公表せずに訓練を実施。 

・火災発生時の避難ルートを確保、選択し避難する。 

※火災発生時の消防署への通信訓練を実施。（消防署との連携） 

※初期消火の訓練を実施。 

第４回 水害  

令和８年 

７月９日(木) 

９:１５～ 

・竜巻および突風発生時を想定した訓練を実施。 

・屋内、屋外での活動中における安全確保について指導。 

・屋内待機時の確実な安否確認の実施。 

第５回 地震② 

令和８年 

９月２５日（金） 

 １３:３０～ 

※引き渡し訓練も実

施 

・大規模地震発生時の対処について、児童・生徒の保護者への引き渡しまでを想定し

た訓練を実施。 

・学校から保護者へ児童・生徒の安否情報、引取り要請等の情報を流す。 

 ※保護者との通信訓練、校庭を駐車場として活用した引渡し訓練の実施。 

第６回 
火災③ 

場所：西棟 

令和８年 

１０月１４日（水） 

９:４５～ 

・事前に火災発生場所、避難場所を公表せずに訓練を実施。 

・火災発生時の避難ルートを確保、選択し避難する。 

※初期消火の訓練を実施。 

第７回 地震③ 

令和８年 

１１月１９日（木） 

１０:３０～ 

※ブラインド訓練 

※ブラインド訓練（日にちのみの公表、教職員への実施案周知なし） 

・事前に地震発生時刻、通行不能場所、避難場所を公表せずに訓練を実施。 

・地震発生時の避難ルートを確保、選択し避難する。 

※避難行動中に再度緊急地震速報を流すなどの取組も実施。 

※避難困難の児童・生徒対応、救助訓練の実施。              

第８回 
火災④ 

場所：南棟 

令和８年 

１２月４日（金） 

 ９:１５～ 

・事前に火災発生場所、避難場所を公表せずに訓練を実施。 

・火災発生時の避難ルートを確保、選択し避難する。 

※避難困難の児童・生徒対応、救助訓練の実施。 

※初期消火の訓練を実施。 

第９回 
地震・火事 

場所：給食室 

令和９年 

１月２１日（木） 

 ９：４５～ 

※防災委員会と同日 

・地震発災後、校内での火災発生を想定した避難訓練を実施。 

・地震・火災発生時の避難ルートを確保、選択し避難する訓練を実施。 

・生徒付きの教員より救護の要請に対応する訓練を実施。 

※安全な避難経路の選択と安全な避難移動、本部への確実な安否確認の 

実施。 

※避難困難の児童・生徒対応、救助訓練の実施。 

第１０回 Ｊｱﾗｰﾄ 

令和９年 

２月１６日（火） 

１３:３０～ 

・「Ｊアラート」発出時、また近隣への着弾を想定した行動訓練を実施。 

・屋内、屋外での活動中における安全確保について指導。 

・屋内待機時の確実な安否確認の実施。 

・着弾後の対応の訓練の実施。 

第１１回 地震④ 

令和９年 

３月１日（月） 

１０：３０～ 

・事前に通行不能場所、避難場所を公表せずに訓練を実施。 

・年間の取組の総評を行う。 

※避難困難の児童・生徒対応、救助訓練の実施。 

 ※生徒の代表による感想等。 

Ⅷ 防災訓練実施計画 
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Ⅸ 関係機関 
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番号 警察関係 電話 ファクシミリ 住所

1 府中警察署 042-360-0110 〒183-0055 府中市府中町1-10-5
2 調布警察署 042-488-0110 〒182-0022 調布市国領町2-25-1
3 三鷹警察署 0422-49-0110 〒181-0012 三鷹市上連雀8-2-36

消防関係 電話 ファクシミリ 住所

1 府中消防署 042-366-0119 042-360-7502 〒183-0056 府中市寿町1-5
2 府中消防署分梅出張所 042-368-0119 042-360-7757 〒183-0033 府中市分梅町5-9-7
3 府中消防署朝日出張所 042-363-0119 042-361-9691 〒183-0003  府中市朝日町3-13
4 府中消防署是政出張所 042-365-0119 042-361-9692 〒183-0014 府中市是政2-12-5
5 府中消防署栄町出張所 042-364-0119 042-360-7754 〒183-0051 府中市栄町3-1-4
6 調布消防署 042-486-0119 042-488-0573 〒182-0034 調布市下石原1-16-1
7 調布消防署深大寺出張所 042-484-0119 042-487-9682 〒182-0012 調布市深大寺東町5-25-11

8 調布消防署国領出張所 042-483-0119 042-487-9681 〒182-0022 調布市国領町4-22-5
9 調布消防署つつじヶ丘出張所 042-482-0119 042-487-9680 〒182-0006 調布市西つつじヶ丘3-8-3
10 三鷹消防署・本署 0422-47-0119 0422-48-3452 〒181-0004　三鷹市新川6-28-14
11 三鷹消防署下連雀出張所 0422-49-0119 0422-48-0119 〒181-0004　三鷹市下連雀4-15-28
12 三鷹消防署大沢出張所 0422-32-0119 0422-33-0119 〒181-0004　三鷹市大沢3-9-17
13 三鷹消防署牟礼出張所 0422-46-0119 0422-48-0002 〒181-0004　三鷹市牟礼2-6-17
14 狛江消防署 03-3480-0119 03-3430-0119 〒201-0003　狛江市和泉本町1-23-10
15 狛江消防署猪方出張所 03-3488-0119 03-3430-1662 〒201-0015　狛江市猪方2-5-16

児童相談所 電話 ファクシミリ 住所

1 多摩児童相談所 042-372-5600 042-373-6200 多摩市諏訪2-6（府中、調布）
2 世田谷児童相談所 03-5477-6301 03-5477-6300 世田谷区桜ヶ丘5-28-12（世田谷、狛江）

3 杉並児童相談所 03-5370-6001 03-5370-6005 杉並区南荻窪4-23-6（武蔵野、三鷹）
4 小平児童相談所 042-467-3711 042-467-5241 小平市花小金井1-31-24（小金井）

家庭支援センター 電話 ファクシミリ 住所

1 世田谷区子ども家庭支援センター 03-5432-2915 03-5432-3034 世田谷区世田谷4-22-33　区役所第3庁舎

2 武蔵野市子ども家庭支援センター 0422-55-9002 0422-51-9417 武蔵野市緑町2-2-28　市役所3階
3 三鷹市子ども家庭支援センターのびのびひろば 0422-40-5925 0422-76-6819 三鷹市下連雀3-30-12　タウンプラザ3階
4 府中市子ども家庭支援センター「たっち」 042-354-8701～2 042-352-2524 府中市宮町1-50　くるる3階
5 調布市子ども家庭支援センターすこやか 042-481-7731 042-481-7734 調布市国領町3-1-38　ココスクエア2階
6 小金井市子ども家庭支援センター 042-321-3146 042-321-3190 小金井市貫井北町5-18-18　保健センター１階

7 狛江市子ども家庭支援センター 03-5438-6606 03-3489-5182 狛江市岩戸南3-15-1　

法務局関係 電話 ファクシミリ 住所

1 世田谷出張所 03-5481-7519 世田谷区若林4-22-13合同庁舎2階
2 府中支局 042-335-4753 府中市新町2-44

各市市役所 電話 ファクシミリ 住所

1 府中市役所 042-364-4111 〒183-8703　府中市宮西町2-24
2 調布市役所 042-481-7111 〒182-0026　調布市小島町2-35-1
3 三鷹市役所 0422-45-1151 〒181-0014　三鷹市野崎1-1-1
4 狛江市役所 03-3430-1111 03-3430-6870 〒201-8585　狛江市和泉本町1-1-5

番号 施設関係 電話 ファクシミリ 住所

1 調布学園 042-483-7611 042-487-1228 調布市富士見町3-18-1
2 二葉学園 042-482-2578 042-480-5200 調布市上石原2-17-7
3 朝陽学園 0422-32-6234 0422-34-1170 三鷹市大沢2-4-1
4 白鳥寮 042-367-8801 042-367-8802 府中市武蔵台1-10-1
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緊急医療機関 電話 ファクシミリ 住所

1 島田療育センター 042-374-2071 042-372-9363 多摩市中沢1-31-1
2 都立多摩療育園 042-366-2311 042-366-4480 府中市西府町4-7-1
3 府中療育センター 042-323-5115 042-322-6207 府中市武蔵台2-9-2
4 国立成育医療センター 03-3416-0181 03-3416-2222 世田谷区大蔵2-10-1
5 杏林大学医学部附属病院 0422-47-5511 三鷹市新川6-20-2
6 武蔵野赤十字病院 0422-32-3111 武蔵野市境南町1-26-1

7 小児総合医療センター
042-300-5111

042-312-8200（予約）
府中市武蔵台2-8-29

8 多摩総合医療センター
042-323-5111

042-323-9200（予約）
府中市武蔵台2-8-29

9 東京慈恵会医科大学附属第３病院 03-3480-1151 狛江市和泉本町4-11-1
10 国立精神神経センター武蔵病院 042-341-2711 小平市小川東町4-1-1
11 榊原記念病院 042-314-3111 042-314-3199 府中市朝日町3-16-1
12 府中恵仁会病院 042-365-1211 042-365-1212 府中市住吉町5-21-1
13 至誠会第二病院 03-3300-0366 世田谷区上祖師谷5-19-1
14 東京都立東大和療育センター 042-567-0222 042-567-0224 東大和市桜ヶ丘3-44-10
15 東京小児療育病院 042-561-2521 武蔵村山市学園4-10-1
16 国立病院機構災害医療センター 042-526-5111 立川市緑町3256
17 心身障害児総合医療療育センター 03-3974-2146 03-3554-6176 板橋区小茂根1-1-10
18 北療育医療センター 03-3908-3001 03-3908-2984 北区十条台1-2-3
19 共済会桜井病院 042-362-5141 042-360-9265 府中市是政2-36
20 多摩府中保健所 042-362-2334 042-360-2144 府中市宮西町1-26-1　府中合同庁舎内
21 東京女子医科大学病院 03-3353-8111 新宿区河田町8-1
22 東京慈恵会医科大学付属病院 03-3433-1111 港区西新橋3-19-18
23 あきやま子どもクリニック 0422-70-5777 0422-79-2111 三鷹市上連雀4-3-3
24 順天堂大学医学部附属順天堂医院 03-3813-3111 文京区本郷3-1-3
25 東京都立小児総合医療センター 042-300-5111 府中市武蔵台2-8-29
26 立川総合病院附属子ども診療所 042-525-6555 042-525-6556 立川市錦町1-23-25
27 桜町病院 042-383-4111 小金井市桜町1-2-20
28 荻原医院 03-3388-5050 中野区江古田2-11-10
29 東京都医療機関案内サービス　ひまわり 03-5272-0303

内科
1 朝日町クリニック 042-352-5233 府中市朝日町2-28-1
2 調布病院 042-484-2626 調布市下石原3-45-1
3 調布東山病院 042-481-5511 調布市小島町2-32-17
4 多摩川総合病院 042-499-3222 調布市国領町5-31-1
5 北多摩病院 042-486-8111 042-485-2955 調布市調布ヶ丘4-1-1
6 新谷医院 042-361-9419 府中市朝日町2-30-11
7 飛田給内科クリニック 042-497-6380 調布市飛田給1-28-2

整形外科
1 中島整形外科 042-366-2557 府中市白糸台2-5-5
2 神保整形外科 042-304-1801 小金井市本町5-38-41
3 くまざわ整形外科 042-443-1175 調布市下石原2-32-2
4 いそざき整形外科 0424-82-4919 調布市布田2-51-6-301
5 調布外科医院 042-483-1360 調布市上石原1-4-14
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医療機関 電話 ファクシミリ 住所

歯科

1 大地歯科医院 042-365-9693 府中市紅葉丘3-32-9
2 原田歯科クリニック 042-365-2313 府中市朝日町2-27-12
3 藤歯科医院 042-488-4400 調布市小島町2-40-16
4 小島町歯科診療所 042-498-1741 調布市小島町3-68-10
5 飛田給駅前歯科クリニック 042-444-6479 調布市飛田給1-26-7
6 口腔リハビリテーション多摩クリニック 042-316-6211 小金井市東町4-44-19

耳鼻咽喉科

1 府中駅前耳鼻科 042-367-4025 府中市寿町1-1-3
2 調布ヶ丘耳鼻科 042-480-6862 042-480-6862 調布市調布ヶ丘2-27-9
3 千葉耳鼻咽喉科クリニック 042-487-6645 調布市布田4-18-1

眼科

1 弓狩眼科 042-361-2454 府中市寿町1-4-1
2 むさしの台眼科 042-351-0405 府中市白糸台5-1-1-101
3 調布南口眼科医院 0424-86-0164 調布市小島町2-45-4
4 古沢眼科 042-484-0002 調布市布田1-36-8

皮膚科

1 高坂皮膚科 042-486-8915 調布市飛田給1-27-3-Ａ
2 白糸台皮膚科 042-363-1112 府中市白糸台3-2-1-107
3 林クリニック 042-487-3778 調布市布田1-36-8
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大規模災害時における交通規制   ※警視庁ＨＰより引用 
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災害発生時におけるスクールバスの対応 
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災害時の備蓄食料献立(３日間)   令和８年４月１日現在 

 

 

令和８年度非常災害時用備蓄食糧
形
態

区
分

品名 メーカー 製品名 原材料
アレルギー物質
(28品目中)

ライスクッキー 尾西食品 ライスクッキーいち
ご

米粉(米(新潟県産))、マーガリン、コーンフラワー、砂糖、ライスショートニング(米油)、
ストロベリーペースト、コーンスターチ／香料

-

ブラウンシチュー ハウスギャバン LLヒートレスシ
チュー
温めずにおいしい野
菜シチュー

野菜(玉ねぎ、じゃがいも、にんじん)、パーム油、砂糖、デキストリン、トマトペースト、
食塩、酵母エキス、玉ねぎエキス、ガーリックペースト、香辛料、増粘剤(加工デンプン、
キサンタンガム)、調味料(アミノ酸等)、カラメル色素、乳化剤、酸化防止剤(ビタミンC)、
香料、香辛料抽出物

-

白飯 アルファー食品 安心米　白飯 うるち米(国産) -

煮込みハンバーグ アルファフーズ 美味しい防災食　ハ
ンバーグ煮込み

食肉(豚肉、牛肉)、玉ねぎ、粒状植物性たん白、つなぎ(パン粉(小麦を含む))、鶏卵)、
しょうゆ(大豆を含む)、ぶどう糖、食塩、牛乳、発酵調味料、香辛料、卵殻粉、しょうゆ加
工品、ゼラチン、砂糖、ポークブイヨン、ワイン／加工デンプン、調味料(アミノ酸)、着色
料(カラメル)、ゲル化剤(増粘多糖類)、乳酸Ca
ソース(デミグラスソース(小麦、豚肉、大豆、ゼラチン、乳成分含む)(国内製造)、ウス
ターソース(りんごを含む)、トマトケチャップ、ワイン、ビーフコンソメ／増粘剤(加工デ
ンプン、増粘多糖類)、着色料(カラメル)、調味料(アミノ酸等)、酸味料）

小麦、鶏卵、
乳、牛肉、豚
肉、大豆、りん
ご、ゼラチン

オニオンスープ (株)おむすびころり
ん本舗

即席オニオンスープ
(ブロック)

具［炒め玉葱(国内製造)(玉葱、食用大豆油)、玉葱ソテー(国内製造)(玉葱)］コンソメ粉末
(食塩、デキストリン、砂糖、たん白加水分解物、その他)、でん粉、食塩、しょうゆ、オニ
オンパウダー、セロリパルプ、ホワイトペッパー／調味料(アミノ酸等)、酸化防止剤(V.
Ｅ)、カラメル色素、香料

小麦、大豆、牛
肉

白飯 アルファー食品 安心米　白飯 うるち米(国産) -

カレー ハウスギャバン LLヒートレスカレー
温めずにおいしい野
菜カレー

野菜(玉ねぎ、じゃがいも、にんじん)、パーム油、砂糖、デキストリン、カレーパウダー、
トマトペースト、食塩、ガーリックペースト、ローストココナッツペースト、酵母エキス、
かつおぶしエキス、香辛料／増粘剤(加工デンプン、キサンタンガム)、調味料(アミノ酸
等)、カラメル色素、乳化剤、酸化防止剤(ビタミンＣ)、香料、香辛料抽出物

-

みそ汁 (株)おむすびころり
ん本舗

即席みそ汁(ブロッ
ク)

米みそ(国内製造)、ほうれん草、でん粉、油あげ、デキストリン、こんぶエキス、かつおエ
キス、食塩、しょうゆ、ゼラチン、乾燥わかめ、乾燥ねぎ／調味料(アミノ酸等)、豆腐用凝
固剤、酸化防止剤(ビタミンＥ)、カラメル色素

小麦、大豆、豚
肉、ゼラチン

ミキサー粥
【初期食用】

まつや株式会社 非常食用ミキサー粥 うるち米(国産) -

白粥
【中期食用】

アサヒグループ食品 こしひかりのなめら
かごはん

米粉(米(国産))、デキストリン、イヌリン(食物繊維)／トレハロース、ゲル化剤(増粘多糖
類)、V.B₁

-

クリームシチュー
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかおかず
鶏と野菜のシチュー

クリーミングパウダー(国内製造)、たまねぎペースト、イヌリン(食物繊維)、鶏ひき肉、チ
キンエキス、小麦粉、植物油脂、にんじん、じゃがいも、食塩、バター、香辛料、米酢／増
粘剤(加工デンプン、キサンタン)、調味料(アミノ酸等)、炭酸Ca、V.B₁、(一部に小麦、乳
成分、大豆、鶏肉を含む)

小麦、乳成分、
大豆、鶏肉

かぼちゃを主とした
なめらかなおかず
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかかぼちゃ
～含め煮風～

かぼちゃペースト(国内製造)、大豆油、たまねぎペースト、砂糖、イヌリン(食物繊維)、発
酵調味料、食塩、しょうゆ(小麦を含む)／増粘剤(加工デンプン、キサンタン)、炭酸Ca、酸
化防止剤(V.C)、ゲル化剤(ジェラン)、V.B₁、V.D

小麦、大豆

緑色の野菜を主とし
たなめらかなおかず
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかほうれん草
～ポタージュ風～

ほうれんそうペースト(国内製造)、大豆油、クリーミングパウダー、たまねぎペースト、
じゃがいもペースト、イヌリン(食物繊維)、砂糖、チキンブイヨンパウダー(小麦を含む)、
バター／増粘剤(加工デンプン、キサンタン)、炭酸Ca、酸化防止剤(V.C)、調味料(アミノ酸
等)、V.B₁、V.D

小麦、乳成分、
大豆、鶏肉

ミキサー粥
【初期食用】

まつや株式会社 非常食用ミキサー粥 うるち米(国産) -

白粥
【中期食用】

アサヒグループ食品 こしひかりのなめら
かごはん

米粉(米(国産))、デキストリン、イヌリン(食物繊維)／トレハロース、ゲル化剤(増粘多糖
類)、V.B₁

-

鶏肉と野菜【共通】 アサヒグループ食品 なめらかおかず
鶏と野菜～筑前煮風
～

たまねぎペースト(国内製造)、植物油脂、ごぼうペースト、イヌリン(食物繊維)、にんじ
ん、砂糖、発酵調味料、しょうゆ(小麦・大豆を含む)、鶏ひき肉、白だし(さばを含む)、ク
リーミングパウダー(乳成分を含む)、チキンエキス／増粘剤(加工デンプン、キサンタン)、
調味料(アミノ酸等)、炭酸Ca、V.B₁

小麦、乳成分、
さば、大豆、鶏
肉

にんじんを主とした
なめらかなおかず
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかにんじん～
ポタージュ風～

にんじんペースト(国内製造)、大豆油、砂糖、たまねぎペースト、クリーミングパウダー、
イヌリン(食物繊維)、チキンブイヨンパウダー(小麦を含む)、バター／増粘剤(加工デンプ
ン、キサンタン)、炭酸Ca、酸化防止剤(V.C)、調味料(アミノ酸等)、V.B₁、V.D

小麦、乳成分、
大豆、鶏肉

さつまいもを主とし
たなめらかなおかず
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかさつまいも
～芋きんとん風～

さつまいもペースト(国内製造)、砂糖、大豆油、発酵調味料、イヌリン(食物繊維)、食塩／
増粘剤(加工デンプン、キサンタン)、炭酸Ca、酸化防止剤(V.C)、ゲル化剤(ジェラン)、V.B
₁、V.D

大豆

ミキサー粥
【初期食用】

まつや株式会社 非常食用ミキサー粥 うるち米(国産) -

白粥
【中期食用】

アサヒグループ食品 こしひかりのなめら
かごはん

米粉(米(国産))、デキストリン、イヌリン(食物繊維)／トレハロース、ゲル化剤(増粘多糖
類)、V.B₁

-

ブラウンシチュー
【共通】

アサヒグループ食品 なめらかおかず牛肉
と野菜のビーフシ
チュー

たまねぎペースト(国内製造)、植物油脂、イヌリン(食物繊維)、トマトペースト、にんじ
ん、牛肉、小麦粉、ビーフエキス、クリーミングパウダー、砂糖、たんぱく加水分解物、香
辛料、食塩／増粘剤(加工デンプン、キサンタン)、カラメル色素、炭酸Ca、調味料(アミノ
酸等)、Ｖ.Ｂ₁(一部に小麦・乳成分・牛肉・大豆を含む)

小麦、乳成分、
牛肉、大豆

トマトを主としたな
めらかなおかず【共
通】

ホリカフーズ おいしくミキサート
マトのサラダ

トマトピューレ(国内製造)、醸造酢、オリーブオイル、寒天、砂糖、食塩、たん白加水分解
物、おろしにんにく、植物油脂、香辛料／ｐH調整剤、増粘剤(カラギナン)、(一部に小麦、
大豆、豚肉を含む)

小麦、大豆、豚
肉

豆を主としたなめら
かなおかず【共通】

ホリカフーズ おいしくミキサー白
花豆煮

煮豆(大白花芸豆、砂糖、還元水あめ、その他)、食塩／加工デンプン -

栄養調整食品 大塚製薬(株) カロリーメイトカ
フェオレ味

デキストリン(国内製造)、乳タンパク、食用植物油脂、ゼラチン、砂糖、難消化性デキスト
リン、コーヒー、食塩、昆布エキス／クエン酸Na、香料、乳化剤(大豆含む)、リン酸K

乳製品、大豆、
ゼラチン

清涼飲料水 大塚製薬(株) OS-1 ブドウ糖(国内製造)、果糖、食塩／クエン酸(Na)、塩化K、リン酸Na、塩化Mg、甘味料(スク
ラロース)、香料

-

普
通
食
・
後
期
食

初
期
食
・
中
期
食

経
管
栄
養

朝食

朝食
・
昼食
・
夕食

朝食

夕食

昼食

昼食

夕食
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食物アレルギー対応生徒の対応指針 

 食物アレルギー対応を必要とする児童・生徒は、上記、献立表にある食料、本校で備蓄しているその

他の食料（栄養補助流動食、経口補水液等、P14 非常物資の備蓄）①ほぼ全てにアレルギー反応がでる

生徒、②一部の食料・食材に対してアレルギー反応がでる生徒の２種に分けられる。 

 したがって、非常時に備えて①の予め生徒は各家庭から３日間分の食糧を持参してもらい、学校で保

管し、非常時はその食料を摂取する。②の生徒は、備蓄食料の中で食べられるものを優先して摂取し、

上記献立に従うことはしないものとする。 
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○「大震災時における学校教職員の避難所業務従事等について」 

                      平成１０年７月１日 １０教人職第１７８号 

 

大震災時における学校教職員の避難所業務従事等について 

平成１０年７月１日 

１０教人職第１７８号 

（一部改正 平成１８年１１月１４日） 

区市町村教育委員会教育長 

都立学校長 

 

平成七年一月に発生した阪神・淡路大震災においては、多くの学校が避難所として利用され、教職員が被

災住民の救助活動に当たるなど、学校及び教職員が災害応急活動に大きな役割を果たした。 

このことは、学校が、地域社会における住民の生活の中で大きな期待と役割を担っているものであること

を、あらためて示したものと言える。 

もとより、学校は、教育活動の場であり、災害時における学校の役割は児童生徒の安全確保と教育活動の

再開に努めることが基本であり、避難所としての機能は応急的なものといえる。 

しかしながら、今回の教訓によれば、学校の防災体制の整備に当たっては、避難所としての機能をも十分

念頭に置きながら、教職員の役割を明確にし避難所運営への協力体制と教育活動再開への体制を図ることが

重要である。 

このような教訓に基づき、大震災時における公立学校教職員の避難所業務従事等について東京都教育委員

会としての基本的な考え方をまとめた。貴職におかれては、この考え方をふまえ、防災体制の整備を図って

いただきたい。 

 

別紙 

大震災時における学校教職員の避難所業務従事等の扱いについての基本方針 

一  避難所業務と学校教職員との基本的関係 

(一) 学校と避難所の関係 

教育委員会及び学校は、区市町村長が、災害対策基本法第五〇条及び災害救助法第二三条等に基づい

て設置する避難所について、避難所の設置と運営に協力する。 

(二) 避難所の指定 

ア 都立学校 

都立学校長は、区市町村長から避難所指定について要請があった場合には、「都立学校の避難所指

定に関する要綱」(平成八年一月八日付七教総総第八五七号)に基づき、区市町村長と避難所施設利用

に関する協定書を締結する。 

イ 区市町村立学校 

区市町村教育委員会は、上記、要綱に準じて、避難所指定の取扱いを定めることが望ましい。 

(三) 学校における避難所業務の位置づけ 

ア 都立学校 

(ア) 避難所運営等に対する学校の協力 

都立学校は、東京都災害対策本部条例施行規則に基づき、避難所の開設・管理運営に協力する。 

(イ) 学校教職員の参集態勢 

都立学校の教職員は、東京都教育委員会災害対策要綱の別表第二に定めるとおり、特別非常配備 

態勢(夜間、休日等の勤務時間外に震度六弱又はこれに準ずる地震により災害が発生したとき。)

においては、「発災初期の活動態勢を確保するため、災害応急対策に従事することができる全職

員が自宅及び家族の安全を確認した上、自発的に」、原則として、現所属校に参集する。 

イ 区市町村立学校 
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各区市町村において、都立学校と同様に、避難所の開設・管理運営に対する学校の協力 

や教職員の参集態勢について、要綱等に明記することが望ましい。 

(四) 避難所の管理運営と学校教職員の役割分担 

ア 避難所の管理運営責任 

避難所の管理運営は、区市町村長の責任体制の下に行われるものであり、学校教職員は、学校長の

管理の下において、緊急対応として避難所管理運営業務に従事するものである。 

イ 区市町村職員と学校教職員との役割分担 

避難所に指定された学校の校長は、区市町村の教育委員会及び防災担当部局とあらかじめ協議を行

い、学校教職員の職務分担、避難所業務に従事する期間、初動体制等の具体的計画を策定する。 

ウ 避難所に指定されていない学校 

避難所に指定されていない学校において、避難してきた住民がいる場合、当該学校長は、関係区市

町村防災担当部局との緊密な連絡の下に、所属教職員に対し、避難所管理運営業務への従事を指示す

る。 

エ 避難所管理運営業務の行政部局職員への移行 

避難所管理運営の業務は、教育活動再開のための準備を考慮し、おおむね一週間程度を目途として

計画し、徐々に区市町村の行政部局職員による管理運営へと移行させていくこととする。 

二  学校教職員の身分について 

学校教職員が避難所管理運営業務に従事する場合、正規の勤務時間外等にあっても学校教職員としての

身分の変更はない。 

三  避難所業務に従事した場合の手当について 

(一) 教育職員 

教育職員(実習助手及び寄宿舎指導員を含む。)が正規の勤務時間外等において、避難所管理運営業務

に従事した場合で、手当の支給要件に該当する場合、教員特殊業務手当を支給する。 

(二) 行政系職員 

行政系職員が正規の勤務時間外等に避難所管理運営業務に従事した場合は、時間外勤務手当等を支給

す 

る。 

四  防災訓練等における学校教職員の服務の取扱い 

地震発生後の避難所管理運営業務に円滑に従事するために、平常時(週休日等を含む。)において防災訓

練に参加したり、関係者による協議会や連絡会等に参加する場合においても、通常の勤務の一環として取

り扱って差し支えないものとする。 

五  公務災害の取扱い 

学校教職員が避難所業務に従事し、又は上記四の通常の勤務の一環として取り扱う防災訓練等に参加

し、災害を被った場合、地方公務員災害補償法による公務災害の対象になる。 
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○「大規模災害時における学校教職員の一時滞在施設及び帰宅支援ステーション業務従事等に 

ついて」                平成２５年３月１日 ２４教人職第３４０２号 

 

２４教人職第３４０２号 

平成２ ５ 年３ 月１ 日 

都立学校長 殿 

東京都教育委員会教育長 

比留間 英人 

（公印省略） 

 

大規模災害時における学校職員の一時滞在施設及び災害時帰宅支援ステーション業務従事等について 

 

 

大規模な地震その他の災害が発生した際、東京都帰宅困難者対策条例（平成２４年東京都条例第１７号）

に基づき設置される一時滞在施設及び災害時帰宅支援ステーションに指定された都立学校は、これらの施設

を速やかに開設し、管理運営を行う重要な役割を担っている。 

ついては、学校職員（東京都立学校職員服務規程（昭和６３年東京都教育委員会訓令第８号）第１条に規

定する職員のことをいう。）がこれらの施設の運営業務に従事する場合の服務、諸手当の支給等は、下記の

とおり取り扱うこととなるので、適正に処理されたい。 

 

記 

 

１  学校職員の身分について 

都立学校における一時滞在施設及び災害時帰宅支援ステーションの運営業務（以下「運営業務」とい

う。）は、学校職員の職務として位置づけられるものであるため、運営業務に従事する場合、正規の勤務

時間外にあっても学校職員としての身分の変更はない。 

２  運営業務に従事した場合の手当の支給について 

正規の勤務時間外に運営業務に従事したこと等により、教員特殊業務手当（教育職員（実習助手及び寄

宿舎指導員を含む。以下同じ））や超過勤務手当（行政系職員）等の諸手当の支給要件を満たした場合

は、運営業務に従事した学校職員に対し、当該手当を支給する。 

３  勤務時間について 

運営業務のため、やむを得ず、教育職員に超過勤務を命じた場合は、勤務時間の調整を行うこと。 

また、数日間に渡って昼夜連続した勤務体制が必要となることが想定される一時滞在施設の運営に当たっ

ては、勤務時間の管理が重要となる。必要に応じて、正規の勤務時間の割振り変更又は週休日の変更等を

行い、円滑な運営体制を確保すること。 

４  公務災害の取扱いについて 

学校職員が運営業務に従事し、災害を被った場合、地方公務員災害補償法による公務災害の対象にな

る。 

５  避難所業務従事について 

避難所に指定されている都立学校においては、一時滞在施設及び災害時帰宅支援ステーションの管理運

営と、避難所の開設・管理運営の協力を両立して行うことが想定される。避難所業務従事については、

「大震災時における学校教職員の避難所業務従事等について（平成１０年７月１日付１０教人職第１７８

号）」により取り扱うこと。 


